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要約	

はじめに	

	 マレーシア国は、人口の増加や経済成長により、国民 1 人当たりのごみ排出量が増加し

ている。同国においては、廃棄物の処理方法は埋め立て処分を行っている。経済成長によ

り所得も向上し、紙おむつを利用する家庭が増えてきている。そのため、排出されるごみ

の組成の第 3 位に紙おむつが入っている（第 1 位食品 44%、第２位プラスチック 13%、第 3

位紙おむつ 12%）。使用済み紙おむつをそのまま埋め立て処分すると、250 年〜500 年生分解

しない。また、温室効果ガスであるメタンガスが発生することになる。汚物を鳥などの動

物が介在して運ぶことがあり、環境・衛生面の問題を生み出している。このため、使用済

み紙おむつの処理方法が重要な課題となっている。政府は「2018 年〜2020 年に使用済み紙

おむつ産業を構築する。」と提言しており、使用済み紙おむつリサイクル産業の確立を目指

している。	

	 本調査対象地域として選定したクアラルンプール市、プトラジャヤ市、メラカ市、ペナ

ン州、ランカウイ島においても、この問題は顕著であり、いかに問題を解決するかが課題

となっている。	

	 本調査の目的は、マレーシア国における使用済み紙おむつの処理問題を解決するため、

株式会社スーパーフェイズ（以下、提案企業）が開発し、鳥取県伯耆町、北海道夕張市、

北海道北見市、新潟県新潟市などで実績のある SFD システムを活用し、マレーシア国の課

題解決に向けた ODA 案件の立案及びビジネス展開の立案を目指すことである。本調査にお

いて、現地での SFD システムの需要・必要性、SFD システム導入における問題・課題につい

て明らかにする。導入候補地の選定、導入に伴って必要になる機材の調達、設置工事、輸

送経路等の調査を行う。	

	 一方、海外ビジネス展開においては、本調査を活用し、SFD システム海外導入の問題・課

題を明らかにするとともに、導入に伴う機材の調達、設置工事、輸送経路、輸入に関する

法律・税金等を確認する。まずは、マレーシア国クアラルンプール市(以下、KL)をターゲ

ットとし、その後マレーシア国全域におけるビジネス展開、更には近隣地域の ASEAN への

海外展開も視野に入れてビジネス展開を行う。	

	

第 1 章	 対象国・地域の現状	

	 マレーシア国は、先進国入りに向けて、経済の高付加価値、開発と環境保全の調和、教

育・就労機会の均等化、社会的弱者の保護といった開発課題を抱えている。同国は、人口

の増加や経済成長により、国民 1 人当たりのごみ排出量が増加している。同国において、
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廃棄物の処理方法は埋め立て処分を行っている。各家庭の所得の向上により、廃棄物量及

び紙おむつ利用量が増加している。使用済み紙おむつをそのまま埋め立て処分すると、温

室効果ガスであるメタンガスが発生し、汚物を動物が介在するため、環境・衛生面の問題

を生み出している。このため、廃棄物量の削減及び使用済み紙おむつの処理方法が重要な

課題となっている。	

	

廃棄物の現状	

	 2012 年のマレーシアの固形廃棄物排出量は、1 日当たり 33,000 トン、国民 1 人当たり

1.17kg/日(33,000 トン・28,300,000 人)となっている。2005 年時点の予測であれば、排出

量が 1 日 30,000 トンになるのは 2020 年と予測されていた。	

	 現在、マレーシア国の廃棄物処理は埋め立て処分に大きく依存している。廃棄物の量が

増加しているため、処分場の残余年数が著しく短くなっていることから、3R の推進により、

廃棄物を減量することが大きな課題である。	

	

使用済み紙おむつの現状	

	 排出される廃棄物の組成の第 3 位に紙おむつが入っている（第 1 位食品 44%、第 2 位プラ

スチック 13%、第 3 位紙おむつ 12%）。2005 年の調査では排出量の 5%であった紙おむつの割

合が 2012 年の調査では、12%まで増加している。政府は、使用済み紙おむつ問題の解決を

政策の一つにあげており、2018 年から 2020 年の間に解決策や使用済み紙おむつ産業を作る

と提言している。	

	 使用済み紙おむつの発生源は、家庭、保育所、介護施設、病院がある。現在マレーシア

国においては、紙おむつの分別が行われていない。家庭、保育所、高齢者施設から排出さ

れる紙おむつは一般廃棄物と一緒に、行政委託業者が回収し、そのまま埋め立て処分場で

処分されている。病院から排出される紙おむつは、他の医療廃棄物と一緒に専門業者が回

収・処分している。	

	 	

第 2章	 提案企業の製品・技術の活用可能性及び海外事業展開の方針	

	 提案製品は、使用済紙おむつの燃料化リサイクルを可能にした装置である。特許は日本

と中国では取得済であり、米国、EU では出願済である。	

	 使用済紙おむつを封じ込めたポリ袋のままで機械に投入でき、投入時に汚物に接触する

危険はなく、臭気もほとんど発生しない。投入後、約 16 時間かけて、破砕・乾燥・滅菌処

理された後、軽くふわふわした「フラフ」に生成される。投入と取出し時のみ作業が発生

し、それ以外の工程は自動化されている。フラフの状態で、容積は 3 分の 1 に減量できる。
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さらに、成形機に入れることによって、16 分の 1 のペレット燃料に減量できる。ペレット

燃料の発熱量約 5,000 キロカロリーである。	

	 提案企業は現在ファブレスを実施しており、自社工場は持っていない。マレーシア国で

の製品販売においても、当初は日本から輸入し、現地販売代理店を二つ選定し、販売・メ

ンテナンスを行う。当初は販売活動を中心に行う想定である。その後、販売展開の規模に

合わせて、現地合弁会社設立を行う計画である（初期投資は一千万円程度を見込む）。	

	 提案製品は、使用済み紙おむつを埋め立て処分している国や地域、小/中型焼却炉の補助

燃料で困っている国や地域、フラフやペレット燃料を代替燃料として利用する機関がある

地域に向いている。日本国内では、大型溶融炉焼却炉が数多く設置されており、販路を広

く確保できない状況である。一方、途上国では財政面の問題も含め、環境対策が開始され

たばかりの国が多く、提案装置の導入・普及は日本国内より広がる（量的）可能性が高い

状況である。特にマレーシア国は、使用済み紙おむつの増加を大きな問題としており、解

決策を探している状況であるのでマレーシア国で SFD システムを展開し、使用済み紙おむ

つ処理問題や温暖化防止問題の解決に寄与したい。マレーシア国での SFD システム導入に

より、より良い製品の開発と新しい使用済み紙おむつ産業の確立を目指して事業を展開し

ていく。まずは、マレーシア国での実績を作り、近隣諸国の ASEAN へ事業を拡大する計画

である。	

	

第3章	 ODA事業での活用が見込まれる製品・技術に関する調査及び活用可能性の検討結果	 	

	 SFD システムの現地への導入に際しての適合性は、以下の観点から評価・検証することが

必要である。	

1.使用済み紙おむつの発生源の特定	

2.使用済み紙おむつの収集・運搬の可能性の評価	

3.SFD システムの設置場所の検討	

4.SFD システム運転のためのユーティリティ・運転要員・メンテナンス体制の確保	

5.リサイクル資材（フラフ、ペレット）の需要先の確保	

6.これらの活動のための、現地政府機関の承認・協力	

	 マレーシア国において 2005 年時点では、1 日のごみの排出量は 19,000 トン、使用済み紙

おむつの構成比は 5.06%であった。この当時の予測によれば、排出量が 1 日 30,000 トンに

なるのは 2020 年と予想されていたとのことである。しかし、2012 年にはすでに 30,000 ト

ンを越えており、ごみの排出量は急速に拡大している。しかも固形廃棄物の中で第 3 番目

に多い使用済み紙おむつの構成比は 12.1%で、1 日に 2,625 トンとなっている。	

	 マレーシア国では使用済紙おむつは焼却処理されず、埋め立て処分されている。そのた
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め、埋立て処理場への容量面での負荷や温室効果ガスの原因であるメタンガスを発生させ

ている。また、使用済み紙おむつは、容積・重量があるため、運搬費にも負荷をかけてい

る。	

第 4 章	 ODA 案件化にかかる具体的提案	

	 ODA 案件化の具体的提案として、以下のような JICA 普及・実証事業の実施を想定してい

る。今後、本調査を通じてその可能性を検証し、より詳細化する。	

・カウンターパート：	

固形廃棄物・公共衛生管理公社（SWCorp）	

・実施サイト：	

固形廃棄物・公共衛生管理公社（SWCorp）が管理を委託している KL	Taman	Beringin	トラ

ンスファーステーション(中間集積場)	

・対象廃棄物：	

PPBM 保育所協会が管轄する保育所 10〜20 か所から発生する使用済み紙おむつ（600Kg/日）	

・SFD システムの運営/管理	

国家固形廃棄物管理公社（SWCorp）/	Alam	Flora 社（民間委託ごみ収集業社）	

・使用済み紙おむつとペレット燃料の収集/運搬：	

Alam	Flora 社（民間委託ごみ収集業社）	

・リサイクル燃料の利用先：	

セメント・コンクリート協会(C&CA)、Top	Glove 社（ゴム手袋生産会社）	

・研究、分析、調査機関：	

マラヤ大学	

	

第 5 章	 ビジネス展開の具体的計画	

	 マレーシア国の使用済み紙おむつごみ量は、2,625 トン/日（2012 年度 JPSPN データ）で

あり、昨年の調査では使用済み紙おむつの割合は 14%になっているとの事である。この全量

を処理するためには、単純計算で SFD2000 型装置 4,325 基が必要となる。ポテンシャルマ

ーケットとしては非常に大きな需要があると言える。次回提案を予定している普及・実証

事業の協力先である PPBM 保育所協会が管轄している保育所は KL 市内に 250 か所（一か所

約 50 人）ある。PPBM 保育所協会が管轄している保育所から排出される使用済み紙おむつを

処理するのに約 13 基の設置が見込まれる。	

	 現在マレーシアでは，使用済紙おむつは埋め立て処理されているため、我々の事業の競

合相手はいないと考えることができる。使用済紙おむつリサイクルという新しい産業を創

設することになる。	
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	 マレーシア国政府固形廃棄物・公共衛生管理公社（SWCorp）は｢2015～2020 年における固

形廃棄物管理の包括的な行動計画｣において、「2018 年〜2020 年に使用済み紙おむつ産業を

構築する。」と提言しており，使用済み紙おむつのリサイクル産業の需要は非常高い。	

固形廃棄物・公共衛生管理公社（SWCorp）、Alam	Flora 社、PPBM 保育所協会、燃料利用先

会社、マラヤ大学と協力し、次回提案を予定している普及・実証事業で使用済み紙おむつ

リサイクル産業のシステムの確立を目指していく。	

	 現在において、Alam	Flora 社（マレー系）と Shence	International 社（中国系）から熱

心に現地販売代理店や合弁会社の打診を受けている。当社としては、普及・実証事業にお

いてマレーシア国での、使用済み紙おむつリサイクルシステムの有効性の実証、研究や現

地事情に合わせた製品の提案、関係機関と使用済み紙おむつリサイクル産業の確立を図っ

ていく。普及・実証事業終了期頃に、現地企業と現地販売代理店契約を結ぶ予定である。

その後事業規模が大きくなれば、現地企業との合弁会社や現地生産を視野に入れている。

現地販売代理店や現地合弁会社で販売・メンテナンスを行う予定である。	
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はじめに	

1.調査名	

	マレーシア国使用済み紙おむつリサイクルシステム案件化調査	

Feasibility	Survey	for	Used	Diapers	Recycling	System	(SFD)	in	Malaysia	

	

2.調査の背景	

	 提案企業は、「使用済紙おむつ問題」を解決するべく、使用済紙おむつをリサイクル処理

できる装置を開発した。	

	 鳥取県伯耆町ではこのプラントをすでに 5 年間安定運用し、平成 27 年には経済産業省に

よる（産業環境管理協会）「資源循環技術・システム表彰」を受けている。一方、本調査の

対象国であるマレーシア国では、先進国入りに向け、開発と環境保護の調和が重要課題の

１つとなっている。特にごみ問題が深刻化しており、固形廃棄物管理局によれば、使用済

紙おむつの量が年々増加し、固形廃棄物の約 12％(第 3 位)を占めるに至っている（2012 年）。	

	 本製品をマレーシア国に導入することにより、同国の開発課題の解決を目指すとともに、

マレーシア国での事例を足がかりにすることで、ASEAN 諸国への普及、ビジネス展開を目指

すものである。	

	

3.調査の目的	

	 使用済紙おむつの現状調査、本製品の需要調査、本製品設置及び維持管理のための情報

収集等を通じて提案製品の普及可能性の確認を行い、ODA 案件化とビジネス展開に係る検討

を行うことを目的とする。併せて、普及・実証事業への展開を図るため、そのカウンター

パート選定も本調査の目的としたい。	

	

4.調査対象国・地域	

マレーシア国・KL 近郊、プトラジャヤ、メラカ、ペタリンジャヤ、ペナン、ランカウイ	
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5.団員リスト	

氏名	 担当業務	 所属	

木村	 幸弘	 業務主任	 (株)スーパー・フェイズ	

中ノ森	 寿昭	 海外事業展開	 (株)スーパー・フェイズ	

村田	 恭一	 システム設置計画	 (株)スーパー・フェイズ	

樋野	 康人	 市場調査	 (株)スーパー・フェイズ	

大前	 隆之助	 チーフアドバイザー	 (株)オオマエ	

勝	 正廣	 設備設計調査	 (株)オオマエ	

今井	 健太	 カウンターパート調整	 (株)オオマエ	

加藤	 温	 市場・法制度調査	 (株)オオマエ	

中野	 正也	 リサイクル現地適用化検証ODA案件検討	 (株)グローバル事業開発研究所	

石里	 宏	 社会環境配慮調査	 エスペランサ(株)	

Theng	Lee	 開発課題検証	 Solu	 Waste	 Management	

Consultant	

	

6.現地調査行程	

【第 1 回現地調査】	

参加者：木村幸弘、大前隆之助、今井健太、中野正也、石里宏、Theng	Lee	

	

11 月 21 日（月）	

日本出国、JICA マレーシア事務所、在マレーシア日本国大使館	

11 月 22 日（火）	

KL 市役所(DBKL)、KL	Taman	Beringin トランスファーステーション（一般廃棄物中間集積

場）、KL 市内保育所(Taska	Cergas	Gemilans)、クアラルンプール市内私立病院（Park	City	

Medical	Center）、JETRO マレーシア事務所	

11 月 23 日（水）	 	

JPSPN、SWCorp、メラカ市環境公社（Melaka	Green	Technology	Corporation）、	

SHENCE	International 社/ARUSV	GREENTECH 社（民間廃棄物リサイクル会社)	

11 月 24 日（木）	 	

メラカ市最終処分場、メラカ市内私立病院(Oriental	Melaka	Straits	Medical	Center)	

11 月 25 日（金）	

JICA マレーシア事務所、GGI	東京コンサルタント(株)、	
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(株)日立 MHPT（機材販売・設置会社）	

11 月 26 日（土）	

現地発、羽田着	

	

【第 2 回現地調査】	

参加者：木村幸弘、大前隆之助、今井健太、Theng	Lee	

	

1 月 9 日（月）	

日本出国、ランカウイ島町役場、ランカウイ島最終処分場・焼却炉	

1 月 10 日（火）	

ペナン州政府事務所、ペナン市内保育所	

1 月 11 日（水）	 	

プトラジャヤ地区リサイクルセンター(Alam	Flora 社所有)、環境局	

1 月 12 日（木）	 	

SWCorp、プトラジャヤ地区機械設置候補地、KEN-TOKU	社（現地機材輸入会社）	

メラカ最終処分場	

1 月 13 日（金）	

JPSPN、PPBM 保育所協会、JICA マレーシア事務所、団内打ち合わせ	

1 月 14 日（土）	

現地発、成田着	

	

【第 3 回現地調査】	

参加者：木村幸弘、大前隆之助、勝正廣、今井健太、中野正也、石里宏、Theng	Lee	

3 月 13 日（月）	

日本出国、SCA 社（紙おむつ生産会社）、JPSPN、SWCorp	

3 月 14 日（火）	

Alam	Flore 社（ごみ回収業社）、団内打ち合わせ	

3 月 15 日（水）	 	

KL	Taman	Beringin トランスファーステーション、SWCorp、Alam	Flora 社、	

PPBM 保育所協会、(株)アミタ社	

3 月 16 日（木）	 	

Lafarge	Cement 社（燃料利用先）、Bukit	Tagar	Sanitary 最終処分場、	

C&CA 協会（燃料利用先）	
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3 月 17 日（金）	

環境局、JICA マレーシア事務所、団内打ち合わせ	

3 月 18 日（土）	

現地発、成田着/羽田着	

	

	

【第 4 回現地調査】	

参加者：木村幸弘、樋野泰人、今井健太、Theng	Lee	

4 月 8 日（土）	

日本出国	

4 月 9 日（日）	

団内打ち合わせ	

4 月 10 日（月）	

ヌグリ・センビラン州 Kuala	Pilah ごみ捨て場、ヌグリ・センビラン州 Tanpin ごみ捨て場	

4 月 11（火）	

Gas	Malaysia 社（ガス会社）、Pridze 社（ガス会社）、ペタリンジャヤ市役所廃棄物管理局	

4 月 12 日（水）	 	

マラヤ大学 Zero	Waste	campaign 事務所(調査・研究機関)、JETRO マレーシア事務所		

4 月 13 日（木）	 	

国際イスラム大学保育所、国際貿易産業省(MITI)保育所、KL	Taman	Beringin トランスファ

ーステーション、現地発、羽田着（木村）	

4 月 14 日（金）	

JICA マレーシア事務所、Top	Glove 社（燃料利用先）	

4 月 15 日（土）	

現地発、羽田着	

	

【第 5 回現地調査】	

参加者：木村幸弘、村田恭一、大前隆之助、今井健太、中野正也、Theng	Lee	

7 月 9 日（日）	

日本出国	

7 月 10 日（月）	

団内打ち合わせ、在マレーシア日本国大使館	

7 月 11（火）	
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KL	Taman	Beringin トランスファーステーション、SWCorp	

7 月 12 日（水）	 	

Alam	Flora 社(ごみ回収業社/現地販売代理店候補)、C&CA セメント協会（燃料利用先）	

、Paul	Y	Construction	&	Engineering 社（設備会社）、(株)アミタ社（燃料利用先）	

7 月 13 日（木）	

Seimei	Engineering 社（現地通関業務・設備会社）、PPBM 保育所協会、	

SHENCE	International 社（現地販売代理店候補）、Tree	top	house 保育所	

7 月 14 日（金）	

JICA マレーシア事務所、CENVIRO 社（産業医療廃棄物回収処理業社/燃料利用先）、	

環境局、保健省	

7 月 15 日（土）	

現地発、成田着/羽田着	
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第１章	 対象国・地域の現状	 	

1-1	対象国・地域の政治・社会経済状況	

	

（１）マレーシア国の社会経済状況	

	 マレーシア国はマレー半島南部とボルネオ島北部からなり、面積は約 33	万 km2	、人口

は 3,033 万人（2015 年）と初めて 3000 万人を超えたところである。マレー系が約 67％を

占め、中国系が約 25％、インド系が約 7％という構成になっている。	

マレーシア国は 1963	年の独立後、輸入代替工業化から、外資の導入によって輸出産業を育

成し、着実に経済発展を遂げた。2014 年の 1 人当たり GDP は 1 万 US$を超えて、ASEAN 諸国

の中では、ブルネイとシンガポールには及ばないものの、タイやインドネシアを大きく引

き離している。	

また GDP 成長率は、特にマハティール首相在任期間中の 1981 年から 2003 年までの間には、

アジア通貨危機やリーマンショック等の時期を除き、10％近い成長を遂げていた。また 2000

年以降も５％前後の安定した成長を続けている。	

	

図 1-1-1	マレーシア国の全体図	

	

（出所）国際協力銀行「マレーシア国の投資環境」（2014 年）	
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図 1-1-2		1 人当たり GDP の推移	

	

（出所）World	Bank(2016 年 12 月のデータ)	

	

図 1-1-3	マレーシア国の GDP 成長率の推移	

	

（出所）World	Bank(2016 年 12 月のデータ)	
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（２）マレーシア国の政治状況	

	 マレーシア国は立憲君主制の連邦国家である。国家元首として国王が存在している。国

王は、13	州のうち 9	つの州に存在するスルタンと呼ばれる世襲の君主が、実質的には 5 年

ごとに持ち回りで就任している。国王は国民統合の象徴としての機能を有しているほか、

首相の任命と法律の裁可を行うが、政治の実権は首相と内閣の下に存在している。	

マレーシア国の議会は上院と下院の二院制から構成されている。上院議員（70 議席）は国

王による任命または州議会による指名により選任され、名誉職的存在となっている。下院

議員（222 議席）は全て小選挙区制の直接選挙により選出され、任期は 5 年である。	

2008 年 3 月の総選挙で、与党連合が議席を大幅に減らす（90％→63％）とともに、州議会

選挙により、12 州のうち 5 州で野党が政権を奪取した（現在は 4 州）。その結果、2009 年 4

月に、アブドゥラ首相からナジブ副首相に政権が移譲されナジブ政権が成立した。	

	 2013 年 5 月の総選挙で、ナジブ首相率いる与党連合が 2 議席減の 133 議席を獲得して勝

利しナジブ首相が再任している。首相は全国的組織を持つ与党連合国民戦線（Barisan	

Nasional,	BN）のコントロールを通じ、過半数の州政府も指揮することが出来る。	

	 マレーシア国の行政組織を図 1-4 に示す。このうち使用済み紙おむつを含む都市ごみの

収集処理は、「都市厚生・住宅・地方政府省」が担当している。	

	 また指定廃棄物については、天然資源環境省の環境局が、医療廃棄物については、保健

省が担当している。さらに首相府経済局は、5	カ年計画等の中･長期の計画作成を担当して

おり、ここにはリサイクルも盛り込まれている。	

図 1-1-4	 マレーシア国の行政組織（2013 年 12 月末時点）	
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（出所）国際協力銀行「マレーシア国の投資環境」（2014 年）	

	

（３）マレーシア国の地域と人口	

マレーシア国における州は、連邦を構成する準国家として位置付けられており、元首を有

し、州憲法をそれぞれ有している。州の下には郡（District）、郡の下には行政村（Mukim）

と呼ばれる行政単位が設定されており、州行政の下部機関となっている。	

	

図 1-1-5	 マレーシア国の地方行政体系	

	

（出所）国際協力銀行「マレーシア国の投資環境」（2014 年）	

	

	 マレーシア国は、13	州と 3 つの連邦直轄領からなる。これらの位置を図 1-1-6 に、また

16 の州および直轄領の人口、面積等の概況を表 1-1-1 に示す。	

1 人当たり GDP が最も高いのは KL で、5.6 万リンギットと全国の約 2 倍となっている。そ

のほかペナン州と、KL 近郊で、ペタリンジャヤやセバンジャヤを有するセランゴール州、

及び天然ガスが算出するサラワク州が 3 万リンギットを超えている。他方、半島北部の州

（ペラ州、ケダ州、クランタン州、ペルリス州、トレンガヌ州）と東マレーシアのサバ州

は低くなっている。	

プトラジャヤはマレーシア国の行政新首都として、1995 年からクアラルンプールの南方約

25km に開発が始まった連邦直轄領であり、多くの政府機関が立地している。2001 年に連邦

直轄領となった。人口の多くは政府機関で働く職員とその家族である。	
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図 1-1-6	 マレーシア国の州および直轄領の位置	

	

（出所）国際協力銀行「マレーシア国の投資環境」（2014 年）	

	

表 1-1-1	 マレーシア国の州および直轄領の概況	

	

（出所）国際協力銀行「マレーシア国の投資環境」（2014 年）	
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	なおマレーシア国では 10 年に 1 回国勢調査が行われており、表 1-1-1 はそれに基づくも

のである。これとは別にマレーシア国の統計局では、最新の人口の推計値を公表している。

これによる州別年齢階層別の人口構成を表 1-1-2 に示す。また図 1-1-7 には人口構成の図

を示す。	

マレーシア国の人口構成は、高齢者の比率が小さいことが特徴となっている。2016 年の 70

歳以上の人口は 1,128.6 千人であり、これは全人口の 3.6%となっている。	

	

表 1-1-2	 マレーシア国の州別年齢階層別人口構成（2016 年）	

	

（注）単位は 1000 人、推計値。	

（出所）マレーシア統計局 HP データより作成。	

https://www.dosm.gov.my/v1/index.php?r=column/cone&menu_id=b2RVUmEyZ2ZZYXhaUzUrd

npsaWozdz09	
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図 1-1-7	 マレーシア国の人口構成	

	

（出所）国際協力銀行「マレーシア国の投資環境」（2014 年）	

	

1-2	対象国・地域の対象分野における開発課題	

	 マレーシア国では、2007 年に制定され、2011 年 9 月 1 日より施行された「固形廃棄物・

公共清掃管理法」及び「固形廃棄物・公共清掃管理公社法」によって、住宅自治省の部局

である「国家固形廃棄物管理局（以下、JPSPN という）」が固形廃棄物管理に関する政策を

作り、「固形廃棄物・公共衛生管理公社（以下、SWCorp という）」が、固形廃棄物処理の運

営、監督を実施している。実際の固形廃棄物の収集、運搬、処理は民間委託を行なってい

る。	

	 JPSPN では、2011 年 9 月から 2012 年 9 月までの間、マレーシア国における固形廃棄物処

理の排出と処理実態について包括的に調査する「Survey	on	Solid	Waste	Composition,	

Characteristics	and	Existing	Practice	of	Solid	Waste	Recycling	in	Malaysia」を実

施し、その結果を 2013 年 6 月に公表した。	

これはマレーシア国全土から 18 の地域を選定して、固形廃棄物の排出実態を詳しく調査し、

マレーシア国全土における固形廃棄物の排出状況を把握したものである。調査対象は一般

廃棄物（家庭）と産業廃棄物であり、主要な調査内容は、固形廃棄物の組成、成分、リサ

イクル状況の 3 点となっている。	

	 調査対象地域のリストと人口を表 1-2-1 に、またその地理的な位置を図 1-2-1 に示す。

この表に示されている人口の合計は 814.3 万人となっており、表 1-1-1 に示す総人口の

28.7%が対象となっている。	
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表 1-2-1	 実態調査の対象地域とその人口	

	

出所）Survey	on	Solid	Waste	Composition,	Characteristics	and	Existing	Practice	of	

Solid	Waste	Recycling	in	Malaysia（2013）	

図 1-2-1	 実態調査の対象地域の位置	

	

（注）地図中、斜線の部分が調査対象地域。	

（出所）Survey	on	Solid	Waste	Composition,	Characteristics	and	Existing	Practice	of	

Solid	Waste	Recycling	in	Malaysia（2013）	
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	 本調査の結果明らかになった、マレーシア国全体での廃棄物のフローを図 1-2-2 に示す。	

マレーシア国では、1 日に、一般廃棄物（家庭）から 21,627 トン、産業廃棄物部門から 11,503

トン、合わせて 33,130 トンの廃棄物が排出される。そのうち 29,653 トンが最終処分場ま

たは埋立地に送られ、3,491 トンがリサイクルされている。	

固形廃棄物の構成を図 1-2-3 及び 1-2-4 に示す。一般廃棄物（家庭）から発生する廃棄物

のうち紙おむつは 12.1％、産業廃棄物部門から発生する廃棄物のうち紙おむつは 0.8%を占

めている。	

図 1-2-2	 マレーシア国における廃棄物のフロー	

	

（出所）Survey	on	Solid	Waste	Composition,	Characteristics	and	Existing	Practice	of	

Solid	Waste	Recycling	in	Malaysia（2013）	
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図 1-2-3	 固形廃棄物の構成（一般廃棄物（家庭）における発生量）	

	

出所）Survey	on	Solid	Waste	Composition,	Characteristics	and	Existing	Practice	of	

Solid	Waste	Recycling	in	Malaysia（2013）	

	

図 1-2-4	 固形廃棄物の構成（産業廃棄物(ICI)における発生量）	

	

（出所）Survey	on	Solid	Waste	Composition,	Characteristics	and	Existing	Practice	of	

Solid	Waste	Recycling	in	Malaysia（2013）	
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	 紙おむつの発生量を実数で示したのが表 1-2-2 である。一般廃棄物（家庭）から発生す

る廃棄物 21,627 トンのうち、紙おむつは 1 日当たり 2,625 トンに上っている。地域別発生

量を見ると都市部からの発生量が 1,928 トンと、農村部の 697 トンの 3 倍近くになってい

る。しかし 1 人当たりの発生量では、都市部と農村部で大きな違いはない。したがって、

都市部と農村部の初声資料の違いは人口の違いによるものであると推定される。	

	

表 1-2-2	 マレーシア国の一般廃棄物による使用済み紙おむつの発生量	

	

（出所）Survey	on	Solid	Waste	Composition,	Characteristics	and	Existing	Practice	of	

Solid	Waste	Recycling	in	Malaysia（2013）より調査団作成。	

	

	 マレーシア国の一般廃棄物（家庭）から発生する廃棄物の構成については、2004 年に JICA

により実施されたものがある。これは「The	Study	on	National	Waste	Minimization	in	

Malaysia」という調査の中で実施されたものであり、2006 年に公表された。この調査結果

と今回の調査結果を比較したものが表 1-2-3 である。これによれば、廃棄物中に占める紙

おむつの構成比は、2004 年の 5.06%から 2012 年には 12.14％と大きく拡大している。	

	 このように廃棄物中に占める紙おむつの比率が高いことと、その比率が高まる傾向にあ

ることに対して、マレーシア政府では大きな問題意識を持っている。これに対して、固形

廃棄物・公共衛生管理公社（SWCorp）では「2015〜2020	年における固形廃棄物管理の包括

的な行動計画」を公表した。この中で SWCorp は、固形廃棄物の中の紙おむつに対するもの

として、次の 2 つの達成目標を立てて、活動を行うとしている（表 1-2-4 参照）。	

・再利用可能なおむつの使用の利点に関する社会の認識レベルを向上させる。	

・使用済み紙おむつのリサイクル産業を確立する。	

	

	

	

	



 23 

表 1-2-3	 廃棄物の組成の比較（2004 年と 2012 年）	

	

（出所）Survey	on	Solid	Waste	Composition,	Characteristics	and	Existing	Practice	of	

Solid	Waste	Recycling	in	Malaysia（2013）	

表 1-2-4	 固形廃棄物管理の包括的な行動計画	

	

（出所）SWCorp「2015〜2020	年における固形廃棄物管理の包括的な行動計画」	

	

1-3	対象国・地域の対象分野における開発計画、関連計画、政策及び法制度	 	

(1)マレーシア国の中長期開発計画における廃棄物・リサイクル分野の位置づけ	

廃棄物・リサイクル分野はマレーシア国の中長期の計画の中において重要な位置を占めて

いる。マレーシア政府が 2001 年にまとめた“The	Third	Outline	Perspective	Plan	
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(2001-2010)”のなかでは、	ゼロ・エミッション技術の利用を促進し、エネルギー消費の

削減、廃棄物を新しい素材として再利用・再生（regeneration）を図っていく方針が打ち

出されている。また、2001 年から 2005 年までを対象期間とする「第８次マレーシア計画」

でも「第 19 章環境及び資源管理」の中で、廃棄物リサイクル産業の育成と能力向上を図る

ために、調査やデモンストレーションプロジェクトの実施が盛り込まれている。	

さらに、2006	年から 2010 年を対象とした第９次５カ年計画では、固形廃棄物管理に関す

る国家戦略計画に基づき、固形廃棄物の管理を行っていくことが述べられている。

Reduction,	Reuse,	Recovery の順に優先するとしている。また、2020	年までに、リサイク

ル率を	22％とすることが目標として掲げている（第 21 章）。有害廃棄物についても、再生

利用を進めることが掲げられている（第 22 章）。このような目標と方針はその後の第 10 次

（2011～2015 年）と第 11 次 5 カ年計画（2016～2020 年）においても継承されている。第

11 次 5 カ年計画では、固形廃棄物が重要なエネルギー・資源として見なされており、その

リサイクルに対する投資を増やし、再生可能エネルギー発電能力に占める割合を 2014 年の

0%から 2020 年には 17%に引き上げることが新しい目標として打ち出されている（第 6 章）。	

	

図 1-3-1		2014 年再生エネルギー発電能力内訳実績値と 2020 年目標値	

	

（出所）「第 11 次マレーシア計画（2016 年～2020 年）」（11th	Malaysian	Plan,	2016-2020）	

	

(2)	 廃棄物・リサイクル分野における開発計画と関連計画	

	 廃棄物・リサイクル分野におけるマレーシア政府の開発計画と関連計画は、固形廃棄物・

公共清掃管理公社（Solid	Waste	and	Public	Cleansing	Management	Corporation/	SWCorp）

が作成した 2 つの文書に反映されている。	

	 	

	 １）「固形廃棄物・公共清掃管理公社 2014～2020 年戦略計画」	

	 この戦略計画では 7 つの重点戦略が掲げられており、そのうち、重点戦略 2 と 3 は本提

案事業を実施する意義を裏付けるものといえる。	
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	 重点戦略 2 では、持続可能な環境づくりに向けた廃棄物管理を実現するために、リデュ

ース・リユース・リサイクル（3R）を含めた固形廃棄物管理体系の構築と固形廃棄物の発

生、収集、運搬、処理、処分の戦略に基づいた行動計画の制定が盛り込まれている。	

	 重点戦略 3 は、固形廃棄物管理のサービス、技術と施設の継続的な改善を目指しており、

このために、現代的な洗練された技術の導入のみならず、固形廃棄物管理・サービスの効

率の改善ができるコスト・パフォーマンスの向上も重視し、固形廃棄物管理の実践を通じ

て、基準を満たすサービスの提供と総合的な管理システムの創出を重要な措置とする。	

	

		２）「2015〜2020	年における固形廃棄物管理の包括的な行動計画」	

上記戦略計画における重点戦略 2 の一環として、SWCorp は「2015〜2020	年における固形廃

棄物管理の包括的な行動計画」（以下「行動計画」）も作成した。行動計画では、使い捨て

紙おむつに係る現状、問題点と具体的な対策について、以下のように記載されている。	

	

・紙おむつの主な発生源	

	 紙おむつの主な発生源は、住宅施設、病院、保育施設、高齢者介護施設、公衆女性トイ

レ、ショッピングセンター内の授乳室などの公共施設を含む。	

	

・問題点	

固形廃棄物としての紙おむつの処理に関する主な問題点は以下の図に示す 3 点である。	

	

図 1-3-2		「行動計画」で指摘された問題点と対策	

	

（出所）SWCorp「2015〜2020	年における固形廃棄物管理の包括的な行動計画」	
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(3)	使用済み紙おむつの取り扱いに係る法制度と政策	

1)	関連法制度と政策の概要	

紙おむつの取り扱いに係る法制度と政策について、これまでの現地調査で入手した情報か

ら明らかになっているのは以下の 4 点である。	

・紙おむつの取り扱いに関する特別な法律や条令が策定されていない。	

・病院から出された使用済み紙おむつは「指定廃棄物」（Scheduled	Waste）として、「環境

品質法」（Environmental	Quality	Act	1974/	Act	127）とこれに基づいて策定された「環

境品質条令」（Environmental	Quality	(Scheduled	Wastes)	Regulations	2005）によって

規制されている。政府の主管省庁は資源環境省（Ministry	of	Natural	Resources	and	

Environment/MNRE）に所属する環境局	(Department	of	Environment/DOE)	である。	

・一般家庭、保育所・幼児園や公共施設から出された使用済み紙おむつは一般廃棄物とし

て「固形廃棄物・公共清掃管理法」（Solid	Waste	and	Public	Cleansing	Management	Act	2007	

/Act	672)	の関連規定に従うこととなっている。このような廃棄物の主管政府官庁は住宅・

地方自治省（Ministry	of	Housing	and	Local	Government/MHLG）に所属する国家固形廃棄

物管理局（JPSPN）である。	

・病院から出された使用済み紙おむつについても、無害で感染されていないものの分別及

びその無害性と非感染性の証明ができれば、「環境品質法」ではなく、「固形廃棄物・公共

清掃管理法」の規定が適用されることとなり、リサイクルに出すことができるようになる。

このような場合、環境局が保健省にパイロット事業の実施を目的とする無害・非感染の使

用済み紙おむつの分別とリサイクルを許可・登録するレターを発給する。その登録証明が

発給されれば、病院から使用済み紙おむつを回収することが可能である。その際は、使用

済み紙おむつ専用の回収箱を設置する必要になる。上記説明内容は図に示すと、以下のと

おりである。	

	

	

	

	

	

	

	

	

	



 27 

図 1-3-3	 種類別使用済み紙おむつに適用される法令と主管政府省庁	

	

（出所）第 2 次現地調査における聞き取りの結果に基づき作成	

	 病院から出されたこのような使用済み紙おむつをどのように無害性・非感染性を証明す

べきかについて環境局有害物質課に確認したところ、以下のような指示を受けた。 

	 保健省（Ministry of Health/MOH）から環境局局長（Director General/DG）宛ての推薦状 

（Letter of Recommendation）が必要であり、この推薦状については、対象病院における非感

染・無害の使用済みおむつの分別方法を承認する旨の記載が必須である。この推薦状を取

得するために、保健省に非感染・無害の使用済みおむつの分別方法を説明し、関連資料や

情報の提供を通じて相手の信頼と乗り気を獲得することが重要である。	

	

2)	主要法令における関連情報の整理	

使用済み紙おむつの取り扱いに関係する主な法律条令における関連情報の概要は以下の

とおりである。	

	

・「環境品質法」	

	 使用済み紙おむつが入っている病院関係の有害廃棄物とその他有害廃棄物の取り扱いを

含めて規制する基本法は、1974 年に制定、1985 年、1996 年、2000 年、2001 年に改正され

た「環境品質法」である。同法は全体 6 部 45 条から構成されているが、そのうち、第 21

条と第 51 条は、特に有害廃棄物「指定廃棄物」とする「環境品質条令」の制定の法的根拠、

となり、その関連部分の記載内容は下表に示す。	
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表 1-3-1	 「環境品質法」における有害廃棄物規制関連部分の記載内容	

	

（出所）「環境品質法」	

	

	 また、同法では、「廃棄物」は、「指定廃棄物に指定されたものすべて、または、固体、

半固体あるいは液体、または気体や蒸気の形態をとり、汚染を引き起こす量、構成、方法

で	環境に排気、排出、堆積されるあらゆるものを含む」と定義されている。また、「指定

廃棄物」とは、「大臣が法令の中で指定廃棄物と指定したすべての廃棄物を意味する」と定

義されている。	

	

・「環境品質条令」	

	 上記「環境品質法」に依拠して、資源環境省は 1989 年に「環境品質条令」（Environmental	

Quality	(Scheduled	Wastes)	Regulations	1989）を制定したが、2005 年にさらに改訂を行

った。1989 年版では、非特定排出源からの指定廃棄物と特定排出源からの指定廃棄物の 2

区分にわけて、指定廃棄物が決まっていたが、2005 年の改定により、区分がなくなり統合

された。不法投棄などの摘発の際に、特定排出源からの排出であるかどうかを証明するこ

とが難しかったことが改訂の理由であるという。また、ゴム工場からの排水、	繊維工場か

らの排水、埋立処分場からの滲出水、鉄鋼産業からのスラグが有害廃棄物からはずされた。

一方、電子・電機廃棄物、メッキ汚泥、ダイオキシンやフランを含んだ廃棄物等が新たに

指定廃棄物に追加された。	

廃棄物排出者の責任として、「すべての廃棄物排出は、自らが排出した指定廃棄物が、必

ず現場にて適切に保管、処理され、あるいは処理または処分のための特定施設への配送及

び当該施設での受け取りが適切に行われるようにしなければならない」と定められており、

適切な保管、マニフェストへの記入および環境局への届出、発生量・処理量・廃棄量に関

する帳簿の作成等が義務づけられている（同法令第 8 条）。	

また、排出者による指定廃棄物の保管は、180	日以内または、20 トン以下に限るとしてい
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る（同法令第 9 条）。	

病院から出された使用済み紙おむつを含めた病原性廃棄物の取り扱いに係る部分の記載は、

下表のとおり整理される。	

	

表 1-3-2	「環境品質条令」における使用済み紙おむつ取り扱いの関連情報	

	

（出所）資源環境省「環境品質条令」	

	

・「固形廃棄物・公共清掃管理法」	

	 2007 年に制定された同法は、規制固形廃棄物（controlled	solid	waste）と公共清掃の

適正な管理によって公衆衛生を維持することを目的とするものである。同法は 7 部 112 条

から構成されているが、本調査事業にとって重要な概念と固形廃棄物処理施設の許認可手

続きの関連規定は下表のとおり整理される。	
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表 1-3-3	「固形廃棄物・公共清掃管理法」における関連情報の整理	

	 	 	 	

（出所）「固形廃棄物・公共清掃管理法」（2007 年）	

	

1-4	対象国の対象分野における ODA 事業の先行事例分析及び他ドナーの分析	 	

	 平成 24	年 4	月に策定された「対マレーシア	国別援助方針」では、援助の基本方針（大

目標）として、「①協力パートナーとしての関係構築、②東アジアの地域協力の推進」を示

している。	

その下で、重点分野（中目標）として次の 3 点を挙げている。	
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（１）先進国入りに向けた均衡のとれた発展の支援	

（２）東アジア地域共通課題への対応	

（３）東アジア地域を越えた日・マレーシア開発パートナーシップ	

この中で、「（１）先進国入りに向けた均衡のとれた発展の支援」においては、開発課題	

（小目標）として「経済高度化推進と生活の質改善」を掲げている。	

これに対応する協力プログラムには、「高付加価値経済推進プログラム」及び「国民生活向

上プログラム」の 2 つのプログラムがある。	

この中で、「国民生活向上プログラム」は、「国内経済格差の是正、高齢化社会への対策、

環境、障害者福祉、防災対策等の国民福祉向上に資する支援を行う」ものであり、環境関

連のプロジェクトとしては下表に示すものを実施している。	

このうち「マレーシアにおける E-Waste 管理制度構築支援プロジェクト」は、2011 年 9 月

から 2013 年 3 月までの間に実施された技術協力「廃電気・電子機器リサイクルプロジェク

ト」に続くものである。「廃電気・電子機器リサイクルプロジェクト」では、マレーシア国

の一般家庭で発生する廃電気・電子機器廃棄物（E-waste）の処理について、E-waste 回収

モデルを提示した。その後、マレーシア政府において、マレーシアの現状に即した形での、

EPR（Extended	 Producer	 Responsibility）モデルの導入を含めた、E‐waste 処理に関す

る規制導入等の検討が進められている。しかし、この検討に当たり、必要となる制度の枠

組み、工程表、各 E‐waste の種類ごとの実際のリサイクルコスト算出、適切なリサイクル

費の設定等に関して、日本に対し引き続き技術協力の要請があり、これに対応しているも

のである。	
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表 1-4-1	マレーシア国で実施中の環境関連プロジェクト	

	

（出所）対マレーシア	 事業展開計画（2016 年 4 月現在）より作成。	

	

	 また、固形廃棄物処理に関する ODA としては、「マレーシア国固形廃棄物減量化計画調査」

がある。これは以下に示す 2 つの目的のために、2004 年 7 月から 2005 年 3 月まで（フェー

ズ１）と、2005 年 5 月から 2006 年 7 月まで（フェーズ２）の 2 つのフェーズに分けて、計

25 ヶ月間で実施されたプロジェクトである。	

	

目的 1：廃棄物管理のための国家戦略計画（National	Strategic	Plan	for	Solid	Waste	

Management、以下	NSP）に基づき、廃棄物減量化を促進するためのマスタープラン、アク

ションプラン、ガイドラインを策定すること		

目的 2：廃棄物減量化に係る公的セクターの組織力を強化すること	

	

	 2020 年までに循環型社会を実現するという廃棄物減量化マスタープランのビジョンと戦

略に基づき、本プロジェクトにより策定された、2010 年を目標年度とするマスタープラン

の戦略及び連邦政府アクションプランを表 1-4-2 に示す。また本プロジェクトは、これに

加えて、４つのモデル自治体（ペナン市、スバンジャヤ市、キンタスラタン市、ミリ市）

において、廃棄物減量化に係るローカルアクションプランを作成している。		
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表 1-4-2	マスタープランの戦略及び連邦政府アクションプラン	

	

（出所）独立行政法人	国際協力機構、八千代エンジニヤリング株式会社、株式会社エック

ス都市研究所	「マレーシア国	固形廃棄物減量化計画調査ファイナルレポート」（平成 18

年 7 月）	

	

	 今回のプロジェクトで実施しているような、使用済み紙おむつのリサイクルについての

検討はこれまで実施されたことはない。また現地調査において、JICA マレーシア事務所、

JPSPN、SWCorp で実施したヒアリングによれば、日本以外の海外 ODA 機関がマレーシア国で

使用済み紙おむつリサイクルに関する活動をしているという話は聞かないとのことであっ

た。	

	

1-5	対象国のビジネス環境の分析	 	

1-5-1	マレーシア国の対日貿易	

	 マレーシア国にとって、日本は輸出入両面において、中国、シンガポールに続き、第三

番目貿易相手国である。日本のマレーシアからの主な輸入品は鉱物性燃料（LNG 等）、電気

機器、木材等であり、日本からマレーシアへの主な輸出品は電気機器、機械類、自動車、

鉄鋼等である。日本からの企業進出は、近年増加傾向にある。マレーシアの人口は約 3,000

万人(2015 年)と決して大きくはないが、GDP・GNI ともに年々安定して成長している。	

	

表	1-5-1	 対日貿易額（億円）	
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表	1-5-2	日系企業のビジネス状況（2015 年 12 月時点）	

	

(出所)：JETRO	国別情報	

	

1-5-2	マレーシア国ビジネス許認可	

	 日本とマレーシアは、2006 年から日本・マレーシア経済連携協定(EPR)を結んでおり、多

くの品物の関税が撤廃されている。インフラも整備されており、日系企業の集積（1,456 社）

もあり、一般的なビジネス環境は良いと状況である。日本・マレーシア経済連携協定(EPA)

の申請は、全国にある日本商工会議所事務所で EPA の申請、登録を行う。また、マレーシ

ア国においては、環境改善に関する品目であれば関税が免除される。工業製品などの輸出

入許可申請先は、国際貿易産業省（MITI）である。MITI への輸入許可・輸出許可の申請は、

オンライン申請システムを通して行う。	

	 マレーシア国では、工業製品の販売に CE マークが義務付けられている。販売製品の CE

マークを取得する必要がある。	

	 一般に国家権益に関わる事業、水、エネルギー・電力供給、放送、防衛、保安等に関し

て、政府は外資出資比率（上限）を 30％または 49％に制限している。原則、民間企業に対

する外国資本出資比率は、所轄官庁のライセンスや許認可に課された出資条件による。製

造業、流通・サービス業の一部を除き、ほとんどの業種で 100％外資が認められている。最

低払込資本金は、事業内容や必要な許認可に応じ、最低払込資本金を定めている。製造ラ

イセンス取得会社では株主資本 250 万リンギ、流通・サービス取引では 100 万リンギであ

る。法人税は 24%である。但し、払込資本金 2,500 万リンギ未満の中小企業については、50

万リンギまでの所得に対して法人税は 19%、物品・サービス税は６％である。	

	 卸売業、小売業、貿易、飲食業においては、卸小売貿易委員会で WRT(Wholesale,Retail	and	

Traiding)ライセンスの申請、取得が必要になる。国内取引・共同組合・消費者省

(MDTCC:Ministry	of	Domestic	Trade,	Co-operatives	&	Consumerism)が管轄しており資本

金 100 万 RM 必要になる。就労ビザを申請する場合は、ライセンスの取得が必要ですが、ロ

ーカル資本 50%以上であれば、ライセンスは免除される。	

	 現在想定するビジネス展開として、現地販売代理店に提案製品を販売し、販売代理店が

製品の販売・メンテナンスを行う計画である。その後ビジネスの可能性が見えてきたら、
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現地企業との合弁会社を設立する。合弁会社は、事業・投資・費用のリスクの分散し、互

いの有利点などを生かし、事業成功可能性を高める。しかし、事業内容の合意や守秘義務

など、検討する内容が多く含まれる。合弁会社設立においては、現地企業の十分な精査・

契約内容の取り決めが重要である。	

	

1-5-3	マレーシア国におけるビジネスのしやすさ	

	 マレーシア国は、安定的な経済成長を続けており、一人当たりの GDP は 12,000US ドル	

(2016 年)を超え、人口増加も著しく消費市場としても魅力的な国である。	

	 世界銀行が発表した「ビジネス環境の現状 2016	質と効率の評価」（Doing	Business	2016:	

Measuring	Quality	and	Efficiency）」においても、189 か国中 18 位にランキングしている。

マレーシアはビジネス活動における、規制や税制的環境が評価されている。	
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第 2章	提案企業の製品・技術の活用可能性及び海外事業展開の方針	

2-1	提案企業の製品・技術の特長	

	 	  	

2-1-1	提案製品の特徴	

	 本製品・技術は、今までリサイクルが不可能とされていた使用済み紙おむつの燃料化リ

サイクルを可能にした装置である。特許は日本と中国では取得済であり、米国、EU では出

願済である。マレーシアにおいては、今後普及・実証事業時に申請を行う予定である。	

	 使用済紙おむつを封じ込めたポリ袋のままで機械に投入でき、投入時に汚物に接触する

危険はなく、臭気もほとんど発生しない。投入後、電気とガスを利用し約 16 時間かけて、

破砕・乾燥・滅菌処理(図 2-1-2)された後、軽くふわふわした「フラフ」に生成される。投

入と取出し時のみ作業が発生し、それ以外の工程は自動化されている。	

	 フラフの状態で、容積は約 3 分の 1 に減量できる。さらに、成形機に入れることによっ

て、容積は約 16 分の１の「ペレット」（発熱量：約 5,000kcal/kg）にすることができる。	

	

	

図 2-1-1	フラフとペレットの特徴	

	

（出所）調査団作成	
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図 2-1-2		SFD-2000(ペレット版)モデル配置図面と処理フロー	

	

（出所）調査団作成	

	

	

	

	

	

	

	

2-1-2	本製品のスペック・価格	

	 本製品のスペック・価格・ランニングコストを以下に示す。SFD-2000 本体の価格は 5700

万円〜となっており、ペレットを作る場合には、別途成形機価格 1700 万円〜かかる。交換

部品としては、毎年フィルターの交換に 5 万円〜10 万円かかり、5 年に一度脱臭機の触媒

交換に 150 万円位かかる。	

	 	

 

SFD2000 外観 成形機	 外観 
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表	2-1-1	 SFD-2000 のスペック及び価格	

製品名	 処理量	 サイズ	 消費ｴﾈﾙｷﾞｰ	 価格	

SFD2000	 600	Kg/日	 長さ 5.1m×幅 1.6m

×高さ 2.7m	

電力 86KWh/日	

LPG	50kg/日	

5,700 万円（海外）	

4,300 万円（国内）	

成型機	

（ペレット）	

30～60kg/

時間	

長さ 1.47m×幅 0.6m

×高さ 2.75m	

電力	

28kwh/日	

1,700 万円	

（海外・国内）	

※輸送費、設置費別途。成型機の処理量は条件により変動します。	

	

（出所）調査団作成	

	

	

	

2-1-3	国内外の販売実績	

	 国内販売実績（納入先・販売台数）を以下に示す。平成 29 年現在の実績としては、国内

7 カ所への導入実績がある。なお、国外での販売実績はない。	

	

	

表	2-1-2	 SFD-2000 納入実績一覧表	

	

（出所）調査団作成	
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2-1-4	国内外の競合他社製品と比べた比較優位性	

	 現在、使用済み紙おむつをリサイクルする方法として、当社が行っている SFD システム

と A 市が行っている水溶分離方式がある。	

	 下記の表が当社製品（SFD システム）の優位性である。	

(1)経済的	

	 運転に必要な動力（電力やガス）の消費量が少ないため、ランニングコストを低く抑え

ることができる。また、導入コストも他社製と比べると安価である。	

(2)環境面	

	 水を利用しない処理を行うため、排水の問題がでない。排気においても環境基準内であ

る。	

(3)完全自動運転	

	 ごみの投入後は完全自動運転であり、安全で作業員の負担が少なく、他作業を行えるた

め、効率が良く、人件費も抑えられる。高度な技術は必要なく、日常の簡単な掃除をする

だけである。	

(4)コンパクト設計	

	 機械設置に必要なスペースが幅 10m×奥行 8m×高さ 3m 程度であるため、場所を大きく取

らず、施工や輸送の際に大型重機を必要としない。また、機材の設置は、ガス配管や電気

配線、ダクト配管などの作業ですみ、1 週間以内で設置が可能である。	

	

表	2-1-3	 他社製品との比較	

	

	

（出所）調査団作成	
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	 マレーシア国では使用済み紙おむつ量削減のために、PPBM 保育所協会は 2009 年から布オ

ムツの普及を取り組んでいたが、共働きや家事時間の短縮の理由により、普及が進まなか

った。また、布オムツの洗濯には大量の水を利用するため、環境への負担も懸念されてい

る。その他、マレーシア政府はランカウイ島等 4 島に焼却炉を設置し、ごみの減量化に取

り組んだが、オペレーションと装置の不具合により、１年ですべての焼却炉が停止してい

る。	

	

2-2	提案企業の事業展開における海外進出の位置づけ 	

2-2-1	海外進出の目的	

	 提案製品は、年々増加している使用済み紙おむつを燃料化できる装置であり、使用済み

紙おむつを埋め立て処分している地域や大型溶融炉焼却炉を持たない地域に向いている。

日本国内では、ほとんどの廃棄物は焼却炉で処分されている。大型溶融炉焼却炉では、使

用済み紙おむつを焼却してもさほど問題はないが、小型焼却炉では、水分を多く含んだ使

用済み紙おむつは、焼却炉を痛めてしまう。そのため、大型溶融炉焼却炉を持たない地方

自治体や、使用済み紙おむつの処理費で困っている高齢者施設を経営する社会福祉法人な

どへの販売が少しずつ広まってきている。今までリサイクルが不可能とされていた使用済

み紙おむつを燃料化できたことで、新市場が生まれてきている。しかし、日本国内におい

ては、大型溶融炉焼却炉が多くの地域に設置されており、販路を広く確保できない状況に

ある。	

	 一方、途上国では環境対策が開始されたばかりであり、提案装置の導入・普及は日本国

内より実現可能性が高いと言える。マレーシア国の使用済み紙おむつ処理問題や温暖化防

止問題の解決に寄与し、より良い製品の開発を目指して事業を展開していく。まずは、マ

レーシア国での実績を作り、近隣諸国の ASEAN へ事業を拡大する計画である。	

	

2-2-2	海外展開の方針	

	 提案企業が目指す事業は、「使用済紙おむつをリサイクル処理装置」をマレーシア国で販

売することである。マレーシア国で想定しているビジネスモデルを図 2-2 に示す。	

	 マレーシア国で本装置の販売と技術サポート・メンテナンス等を行うビジネスパートナ

ー（現地販売代理店）と販売・メンテナンスを行う。その後ビジネスの展望が見えてきた

らビジネスパートナーと現地合弁会社を設立する。また、本製品の生産は当面は日本で実

施するが、現地法人設立後、事業が安定したのちに、ASEAN での現地生産も視野に入れてい

る。販売先としては、政府関係機関、ごみ回収業社、病院、介護施設等である。	
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図 2-2	 ビジネス展開実施体制	

	

（出所）調査団作成	

	

	

2-3	提案企業の海外進出によって期待される我が国の地域経済への貢献	

	 提案企業は鳥取県伯耆町に本社を置き、そこを拠点として、本製品の生産・開発と営業・

普及活動を実施してきた。主要な部材の生産と製品の組み立ては、国内企業に委託して実

施している。マレーシア国や ASEAN での販売が増えれば，国内関係会社の売上増・雇用増

につながり，地域活性化へ貢献する。	

鳥取県伯耆町の町営プラントは、2011 年に設置され、全国の自治体で初の事例であること

に加え、既に 5 年間安定して稼働してきた実績があることから、全国からの視察者、見学

者が多数訪れる。平成 26 年度においては、全国の自治体等から年間 25 件（300 人以上）の

視察を受け入れた。これに伴った宿泊や外食産業、観光産業への活性化効果もあり、地元

経済へ貢献している。	

伯耆町では地域内で発生する使用済み紙おむつを分別回収し、本設備で処理、得られたペ

レット燃料を地元の温泉施設の補助燃料として活用している。これにより伯耆町では、年

間 31 トンの CO2の排出削減と、1 万 m3（260 万円相当）の LPG ガスの使用量削減を達成した。
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（伯耆町試算）また、マレーシアのスバンジャヤ市と友好都市提携を締結している鹿児島

県日置市は、2017 年 9 月に使用済紙おむつリサイクル装置の導入を予定しており、人的交

流を通して地域の活性化につながると見込める。	
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第３章 ODA 事業での活用が見込まれる製品・技術に関する調査及び活用可能性

の検討結果	

3-1	製品・技術の現地適合性検証方法	 	 	

	 SFD システムの現地への導入に際しての適合性は、以下の観点から評価・検証することが

必要である。	

・使用済み紙おむつの発生源の特定	

・使用済み紙おむつの収集・運搬の可能性の評価	

・SFD システムの設置場所の検討	

・SFD システム運転のためのユーティリティ・運転要員・メンテナンス体制の確保	

・リサイクル資材（フラフ、ペレット）の需要先の確保	

・これらの活動のための、現地政府機関の承認・協力	

	 	

図 3-1-1	使用済み紙おむつ処理の流れと、SFD システム導入のための検討項目	

	

	 （出所）調査団作成	

	

適合性検証は、以下の 2 段階で実施する。なお、紙おむつの組成や排出される使用済み紙

おむつの状態については、日本とマレーシアで大きな相違はないと考えられることから、

技術的な適合可能性については問題ないと考えている。	

	 また、本 SFD システムの導入先としては、行政機関による固形廃棄物処理の一環として

の導入と、民間事業者による導入の両者が考えられる。本調査では、案件化調査の次の段

階として、ODA として普及・実証事業を実施することを念頭に置いている。これによる実証

を通じて、将来は広く民間での活用への展開を想定している。	
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	 このため本調査では、普及・実証事業としての適合可能性について検証を実施した。	

	

（１）制度的な適合可能性	

	 まず初めに、SFD システムの処理量（SFD2000：600Kg/日）を前提とした場合に、上記の

①～⑥の観点から、SFD システムをマレーシア国に導入・設置し、使用済み紙おむつを安定

的に回収・処理するしくみができるのかについて検証する。	

	 ここには、SFD システムの物理的な設置の可能性や、マレーシア国に SFD システムを導入

する場合の許認可の必要性等も含め検討する。	

	

（２）経済的な適合可能性	

	 次いで、（１）の検証により、SFD システムによる使用済み紙おむつのリサイクルシステ

ムが構築可能だとして、それにどの程度の経済性があるのかについて検証する。	

現在マレーシアでは、使用済み紙おむつは最終処分場にて埋め立て処理されている。その

場合のコストと比較してどの程度の経済性があるのか、SFD システムによる処理コストが従

来の方式に比べて高くなった場合には、それによりどのようなメリットがあるのかについ

て、検証する。	

なお SFD システムは、使用済み紙おむつからリサイクル燃料を生成するものであり、生成

された燃料（フラフ、ペレット）が、どの程度の経済性を有するのかも加味して検証を行

う。	

	

3-2	製品・技術の現地適合性検証結果	

（１）制度的な適合可能性	

使用済み紙おむつの発生源の特定	

	 使用済み紙おむつの発生源としては、下表に示すところが想定される。	

これらの各発生源について、使用済み紙おむつ発生の安定性（安定して使用済み紙おむつ

の排出が継続すること）と密度（一定の範囲から、相当量の使用済み紙おむつが発生する

こと）の観点から評価し、SFD システムで処理することが適切な発生源を絞り込んだ。	

この結果、使用済み紙おむつの発生源としては、保育所が最も有力な候補であることがわ

かった。	
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表 3-1-1	 使用済み紙おむつの発生源別の収集可能性の評価	

	

（出所）調査団によるヒアリング結果より作成	

	

	 以下に各発生源の状況を示す。	

・一般家庭：	

	 マレーシア国は若年層の比率が高く、一般家庭は使用済み紙おむつの最大の排出源と見

られる。しかし、使用済み紙おむつを排出する家庭は広く分散しており、また各家庭に使

用済み紙おむつの分別を徹底することは困難であり、段階的な対応が必要。	

	

・保育所：	

	 保育所は使用済み紙おむつの安定した排出源である。都市部では、共働き世帯の増加に

より、保育所は増加傾向にある。例えば KL 市内には、PPBM 保育協会が管轄している保育所

だけで約 250 か所があり、1 か所で預かっている幼児数は、平均で 50 名程度と見られる。

住宅地では多くの保育所が目に付くことから、使用済み紙おむつの発生密度も高い。	

	

・病院：	

	 大病院は新生児の出産を扱っており、使用済み紙おむつが発生する。しかし大病院であ

っても、産婦人科は多くの診療科の中の一部であり、新生児の人数も 10～20 名程度である

ことも多い。	 	

	 通常、病院では、一般廃棄物と有害性のある医療廃棄物を区分せず、すべての廃棄物を

一括して医療廃棄物として専門業者に処理を委託しているようである。	

新生児の使用済み紙おむつは有害性がなく、厳密には医療廃棄物とはならない。しかしそ

の発生場所が病院であることから、それを医療廃棄物と区分して収集・処理するためには、

保健省や環境局の申請手続き後、病院内で廃棄物処理に関するルールを定め、有害性がな

発生源 安定性 密度 総合評価 備考

一般家庭 △ △ △

保育所 � � �

病院 ○ ○ ○
使用済紙おむつを、医療廃棄物と厳

密に区分して管理することが必要。

介護施設 ○ � ×
マレーシア国では介護施設の普及

は始まったばかりである。

ショッピングモール △ △ △

リゾートホテル ○ △ △
ランカウイ、ペナン島の一部地域に

限定される。
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いことについての医師による証明や使用済み紙おむつ専用回収箱設置が必要とのことであ

る。	

	

・高齢者介護施設：	

	 マレーシア国では高齢者比率が低い（表 1-1-2 参照）。また両親を高齢者介護施設に預け

ることに対する抵抗感も根強くあるとのことである。このため高齢者介護施設は、最近出

始めてきてはいるもののまだ多いとは言えない状況である。	

	

・ショッピングモール：	

	 KL 市内のショッピングモールには、紙おむつ専用の収集ボックスがみられた。ショッピ

ングモールには乳幼児を含む家族連れの客も多く訪れ、一定量の使用済み紙おむつも発生

するものと見込まれる。	

	 しかし 1 か所のショッピングモールでの使用済み紙おむつの発生量や、ショッピングモ

ールの分布密度を考えると、主要な使用済み紙おむつの発生源とは考えにくい。	

	 ただし例えば、主として保育所の使用済み紙おむつを処理するための SFD システムを設

置した場合に、保育所から収集する際に、一緒に近隣のショッピングモールからも収集す

るであるとか、ショッピングモールからの使用済み紙おむつの持ち込みを受け入れるとい

った対応が考えられる。	

	

・リゾートホテル：	

	 リゾート地のリゾートホテルでは、乳幼児を含む家族連れの客も訪れることから、使用

済み紙おむつが安定して排出される。	

	 しかしこのようなリゾートホテルが集中して立地している地域は、ペナンやランカウイ

等に限られる。またリゾートホテルにおける使用済み紙おむつの発生量や処理ニーズは十

分確認できていない。	

	 このため本調査では、まずは人口が密集している大都市及びその近郊地域を対象として

検討する。リゾートホテルは将来の事業展開の際の有力な販売先として考えることとする。	

	

参考として表 3-1-2 に、現地調査を実施した主要都市別の、保育所及び病院数を示す。	
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表 3-1-2	 主要都市別 PPBM 管轄保育所、病院、ホテル数	

	

１）使用済み紙おむつの収集・運搬の可能性の評価	

	 KL 市内、メラカ等の都市では、国家固形廃棄物管理局の実施機関である SWCorp から委託

を受けた民間事業者が、住宅地から排出される生活ごみの収集・運搬を行っている。	

これらの都市では、住宅地の中に保育所が点在しており、近隣の共稼ぎ世帯等からの乳幼

児を預かっている。保育所でのヒアリング調査によれば、保育所から排出される廃棄物は、

生ごみと使用済み紙おむつだけとのことであり、これらは一括して収集・運搬業者に回収

されているとのことであった。また保育所では、生ごみと使用済み紙おむつを分別するこ

とは問題ないとのことであった。	

	 以上のことから保育所の廃棄物を収集・運搬している事業者が、通常の廃棄物の回収時

に、区別された使用済み紙おむつを収集・運搬し、それを集積する KL 北部 Taman	Beringin

トランスファーステーションまたは最終処分場に設置した SFD システムに投入することが

可能であれば、既存の収集システムを一切変更せずに、使用済み紙おむつの収集・運搬が

可能となる。それが難しい場合には、別途、保育所を専用に回って、使用済み紙おむつに

特化した収集・運搬システムを構築する必要がある。	

	

２）SFD システムの設置場所の検討	

	 SFD システムの設置場所は、以下のような理由から、固形廃棄物の中継施設である KL	

Taman	Beringin	トランスファーステーションまたは最終処分場等への設置が最も実現性が

高いと考えられる。	
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・SWCorp から固形廃棄物の収集・運搬を請け負って、収集・運搬を実施している民間事業

者が、通常の業務の一環として実施できる可能性が高い。	

・KL	Taman	Beringin トランスファーステーションまたは最終処分場には、SFD システムを

設置するだけの十分な敷地がある。	

・KL	Taman	Beringin トランスファーステーションや最終処分場では、固形廃棄物の処理や

リサイクル処理を通常業務として行っており、使用済み紙おむつのリサイクル処理と業務

の類似性が高い。	

・KL	Taman	Beringin トランスファーステーションや最終処分場では、SFD システムの運転

管理者や電気、ガス等のユーティリティの確保も容易である。	

	 なお、SFD システムの設置場所としては、リサイクル燃料の需要地（セメント工場内等）

での設置も考えられる。ただしこれは、リサイクル燃料の供給者と需要者との間で、品質

や供給量の安定性について十分な理解が得られた場合や、需要者が自ら SFD システムを購

入し、紙おむつのリサイクルを実施する場合など、将来 SFD システムが十分に普及した段

階で想定されることと考えられる。	

	 今後提案を予定している普及・実証事業では、SWCorp をカウンターパートとして、既存

の固形廃棄物の収集・運搬、管理業務の延長上で、SFD システムの導入による使用済み紙お

むつのリサイクル燃料化を検討することから、既存の固形廃棄物の KL	Taman	Beringin ト

ランスファーステーションへの設置を想定する。	

	

３）SFD システム運転のためのユーティリティ・運転要員の確保	

	 図 3-1-1③に示したように、SFD システムを、固形廃棄物の中継施設である KL	Taman	

Beringin トランスファーステーションまたは最終処分場等に設置する場合には、運転のた

めのユーティリティ・運転要員は、既存の施設のものを活用することが可能である。	

	 	

４）リサイクル資材（フラフ、ペレット燃料）の需要先の確保	

	 使用済み紙おむつを SFD システムで処理することによって得られるフラフ、またはこれ

を圧縮・成形して得られるペレット燃料は、プラスチックやセルロースを主成分とし、約

5000Kcal と石炭に匹敵する発熱量を有することから、燃料としての販売・利用が可能であ

る。その用途としては、セメント工場、ゴム手袋生産工場、製紙工場などのバイオマスボ

イラーの燃料としての利用が効果的であると考えられる。また将来導入が予想される焼却

炉の補助燃料や、現在医療廃棄物を焼却処理している事業者の焼却炉の補助燃料としても

利用可能であると考えられる。	

	 このほかに、ガスや重油を燃料として温水や蒸気を作るバイオマスボイラーを保有して
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いるところとして、ホテル、病院などの施設や、小型蒸気バイオマスボイラーを使用する

食品工場でも利用の可能性がある。	

	

	 マレーシア国では現在 14	社がセメントの製造を実施している。セメント会社のリストと

その工場の位置を、それぞれ表 3-1-3 及び図 3-1-2 に示す。マレーシア国のセメント工場

は多くがマレー半島の西海岸沿いに立地しており、大都市近くに立地しているものもある。	

セメント＆コンクリート協会(C&CA)との打ち合わせにより、セメント工場における、使用

済み紙おむつのリサイクル燃料の代替燃料としての使用可能性があるが確認された。今後

使用済み紙おむつ燃料を代替燃料として利用できるようにしたいということで、C&CA 側か

ら協力レターを頂戴した。	

	

表 3-1-3	 マレーシア国のセメント工場の所在地と生産能力	

	

	

(出所）独立行政法人新エネルギー･産業技術総合開発機構（委託先	太平洋エンジニアリン

グ株式会社）	

「セメント工場におけるバイオマス及び廃棄物の有効利用モデル事業（マレーシア）	 平

成	20	年度～	25	年度成果報告書	」（平成 25 年 12 月	）	
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図 3-1-2	 マレーシア国のセメント工場の位置	

	

(出所）独立行政法人新エネルギー･産業技術総合開発機構（委託先	太平洋エンジニアリン

グ株式会社）	

「セメント工場におけるバイオマス及び廃棄物の有効利用モデル事業（マレーシア）	 平

成	20	年度～	25	年度成果報告書	」（平成 25 年 12 月	）	

	

５）現地政府機関の承認・協力	

	 本調査では、使用済み紙おむつのリサイクルシステムの ODA 案件化を目指して取り組ん

でいるところであり、普及・実証事業を含めた ODA 化においては、中央政府の固形廃棄物・

公共衛生管理公社(SWCorp)をカウンターパート候補として、固形廃棄物管理局(JPSPN)の協

力のもと、関連する情報収集や協力要請、打合せ等の活動を実施している。本件の ODA と

しての実施について固形廃棄物・公共衛生管理公社(SWCorp)、Alam	Flora 社、PPBM 保育所

協会、C&CA から力強い回答や支援協力レターを得ている。	

	

	 マレーシアの廃棄物管理は、Scheduled	Waste	として定義された指定廃棄物（有害廃棄

物）に焦点を当てて実施されてきた。	

指定廃棄物は天然資源環境省の環境局（Department	of	Environment）が担当している。環

境局には有害物質課（Hazardous	Substances	Division）が置かれており、指定廃棄物はこ

の課の担当となっている。	

環境に関する基本法は、環境質法(Environment	Quality	Act;	1974	年制定、85	年、96	年、
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2000	年、01 年に改正)である。この環境質法の下に以下の規則等が制定されている。	

・指定廃棄物に関する環境規則(1989	年制定、2005	年改定)：指定廃棄物の種類、発生者

の責任等について定めている。	

・指定廃棄物処理・処分施設に関する環境命令(1989	年制定)：指定廃棄	物処理・処分施

設の種類を定め、許可が必要なことを定めている。	

・指定廃棄物処理・処分施設に関する環境規則(1989	年制定)：処理・処分施設の所有者が

変わった場合の手続きや受け入れ量、処理量、保管量、廃棄量等の届出を義務づけている。	

	 指定廃棄物のリストを、本項末尾の表 3-1-6 に示す。これによれば、病院から排出され

る医療廃棄物は、SW404 に該当する。参考として表 3-1-4 に、指定廃棄物の種類別発生量を

示す。	

	

表 3-1-4	 マレーシア国における指定廃棄物の種類別発生量	

 

（出所）日本貿易振興機構アジア経済研究所『アジア各国における産業廃棄物・リサイク

ル政策情報提供事業報告書』経済産業省委託、2007	年	
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	 上記の天然資源環境省による廃棄物管理とは別に、マレーシア政府は、2007 年に新たな

法律、固形廃棄物・公共清掃管理法(SWPCM,	Solid	Waste	And	Public	Cleansing	Management	

Act	2007	(Act672))及び固形廃棄物・公共清掃管理公社法(Solid	Waste	And	Public	

Cleansing	Management	Corporation	Act	2007	(Act	673))を制定した。	

	 これは、生活ごみ及び非有害産業廃棄物を対象とした廃棄物管理を行うものである。こ

こでは、この対象となる廃棄物を、法律名に基づいて、固形廃棄物と総称する。固形廃棄

物管理は、住宅福祉・地方政府省（Ministry	of	Urban	Wellbeing	and	Local	Government）

の国家固形廃棄物管理局（JPSPN）が担当となっている。		

	 すなわちマレーシア国においての廃棄物処理は、指定された有害廃棄物と、生活ごみ及

び非有害産業廃棄物とで全く別の管理を実施している。これを表 3-1-5 に整理して示した。

この中で、本調査の対象としている使用済み紙おむつは、生活ごみまたは非有害産業廃棄

物に該当するものである。	

	

表 3-1-5	 マレーシア国における廃棄物管理	

 
 

(出所）各種資料より調査団作成	

	

	 従来マレーシア国の固形廃棄物の管理は、地方自治体に任されていた。しかし、連邦政

府が廃棄物処理の責任を持つように方針を転換し、2007 年に、固形廃棄物・公共清掃管理

法及び固形廃棄物・公共清掃管理公社法を制定して、連邦政府による廃棄物処理の一元化

に法的根拠を与え、集権的な新しい廃棄物行政の体制を構築した。		

	 実際には図 3-1-3 に示すように、住宅福祉・地方政府省・国家固形廃棄物管理局は政策・

制度の策定や計画策定等を実施し、固形廃棄物・公共清掃管理公社法に基づき設立された、

固形廃棄物・公共清掃管理公社（Solid	 Waste	 and	 Public	 Cleansing	 Management	

Corporation;	SWCorp）が、民間事業者に固形廃棄物の収集・運搬、埋立地の管理等の業務

を委託しながら、固形廃棄物の管理業務を実施している。	
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	 なお、野党政党が政権をとっている等の理由から、セランゴール州、ペナン州、ペラ州

等のいくつかの州および特別行政区では、上記の枠組みとは別に独立した廃棄物処理体制

を構築している。このため図 3-1-4 に示すように、マレーシア国の固形廃棄物処理体制は、

連邦政府による Act672 に基づくものと、マレーシア国の地方政府が独自に実施しているも

のとの 2 種類が併存しているのが実態である。	

	 このことから、ODA 案件化のための調査としては、Act672 に基づき、連邦政府が固形廃

棄物管理を実施している地域を対象とする。	

	 しかし使用済み紙おむつのリサイクルシステムは、ODA としての実施にとどまらず、ビジ

ネス事業化等も視野に入れていることから、マレーシア国の中で、固形廃棄物管理を地方

政府が独自に実施している地域においても、市場性を調査し、事業計画の中に盛り込んで

いくこととする。	

	

図 3-1-3	 マレーシア国の中央政府による固形廃棄物管理体制	

 
（出所）環境省平成２３年度請負調査報告書	

https://www.env.go.jp/recycle/circul/venous_industry/pdf/malaysia.pdf	
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図 3-1-4	 マレーシア国の自治体別の固形廃棄物の管理体制	

 
（注）2016 年 11 月の現地調査時点での状況。 

（出所）調査団作成 
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表 3-1-6	 マレーシア国の指定廃棄物リスト（2005 年改正）	
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（出所）日本貿易振興機構アジア経済研究所『アジア各国における産業廃棄物・リサイク

ル政策情報提供事業報告書』経済産業省委託、2007 年 
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（２）経済的な適合可能性 

	 SFD システムのスペックと価格を表 3-1-7 に整理する。SFD2000 は使用済み紙おむつを

フラフという細かく砕かれた状態の燃料にリサイクルする装置である。フラフはこのまま

での燃料利用も可能である。 

	 しかし燃料の需要先によっては、さらに取り扱い性をよくするために、SFD2000 にペレ

ット製造機を併設し、ペレット燃料という円筒状に圧縮成形された燃料にまで加工するケ

ースもある。このため表 3-1-7 では参考としてペレット製造機の一般的な仕様を示した。 

	 ペレット製造機を併設するかどうかは、利用者のバイオマスボイラーの状況や、リサイ

クル燃料の使用状況により、フラフによる使用実績も多い。このことからここでは、

SFD2000 を単独で運転する場合を想定して、経済的な適合可能性を検討する。 

 

表 3-1-7		SFD システムのスペックと価格	

製品名	 処理量	 サイズ	 消費エネルギー	 価格	

SFD2000	 600	Kg/日	 長 さ 5.1m × 幅

1.6m×高さ 2.7m	

電力 86KWh/日	

LPG	50kg/日	

5,700 万円（海外）	

4,300 万円（国内）	

成型機	

（ペレット）	

30～60kg/

時間	

長さ 1.47m×幅

0.6m×高さ 2.75m	

電力	

28kwh/日	

1,700 万円	

（海外・国内）	

※輸送費、設置費別途。成型機の処理量は条件により変動します。	

 

（注）1 日に 1 バッチ、すなわち最大 600Kg の使用済み紙おむつが処理できる。 

	 消費エネルギーは、600Kg の使用済み紙おむつを処理した場合の数値を示す。 

 

	 保育所の使用済み紙おむつを対象とした、SFD システムによるリサイクル燃料への転換

と利用のフローを図 3-1-5 に示す。 
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図 3-1-5		SFD システムによる保育所の使用済み紙おむつリサイクルのフロー	

	

（出所）調査団作成	

 

	  

SFD システム 1 基の処理量は 1 日に 600Kg である。現地でのヒアリング調査によれば、

平均的な保育所では、30～50 人程度の乳幼児を預かっており、1 日に 1 人当たり平均で 3

枚程度の使用済み紙おむつが発生する。使用済み紙おむつの 1 枚あたりの重量は約 120g で

あるから、1 か所の保育所からは 1 日当たり 14.4Kg(120g×3 回×40 名)の使用済み紙おむ

つが発生する計算になる。 

従って、40 か所程度の保育所から使用済み紙おむつを収集すれば、SFD システムが処理

きるだけの使用済み紙おむつが集まることになる（600Kg÷14.4Kg=41.7 か所）。 

	 ただしマレーシア保育所協会との打合せでは、家庭で発生する使用済み紙おむつを、乳

幼児を預けるときに持参してもらい、保育所で受け入れることが可能であり、家庭からも

喜ばれるのではないかとのアイデアが出された。これを含めると、20～40 か所程度の保育

所から収集することで、600Kg 程度の使用済み紙おむつの収集が可能になると想定される。 

	 600Kg の使用済み紙おむつから生産される燃料は約 200Kg となる。これをセメント工場

やゴム手袋生産工場、製紙工場等で補助燃料として使用することとする。 

 

	 次に SFD システムの運転コストを検討する。 

マレーシア国の業務用電力料金は、基本料金 600RM、1kWh 当たり料金は、ピーク時（8

～22 時）：0.36RM/KWh（約 9.2 円/KWh、1RM=25.5 円により算定（2017 年 2 月 11 日、

保育園 
50人×3枚/日×100g 

=15Kg/日 

保育園 
50人×3枚/日×100g 

=15Kg/日 

保育所 
40人×3枚/日×120g 

=14.4Kg/日 

SFDシステム 
処理量：600Kg/日 

20~40か所程度から 
収集・運搬 

（SWCorpから委託を受けた収集業者） 

リサイクル燃料：200Kg/日 
（発熱量：約5000Kcal) 

燃料利用： 
セメント工場、 
製紙工場等 

リサイクル燃料の運搬 

使用済み紙おむつの
分別・保管 
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ロイタージャパン））、オフピーク時（22～8 時）:0.22 RM/KWh（約 5.6 円/KWh、同上）

である（JETRO 投資コスト比較より）。ここでは電力料金を、0.36RM/KWh としてコスト

を算定する。 

またガス料金は、現地のガス販売会社でのヒアリング調査によれば、190RM/50KgLPG

（4,845 円、運搬・交換費用を含む）とのことであった。 

これらを合計したエネルギーコストは、220.7RM/日（5,628 円/日）となる。 

 

表 3-1-8		SFD システムのエネルギーコスト	

 

（注）SFD2000 によるエネルギーコストを示す。ペレット製造機による電力コストは含ん

でいない。（出所）調査団作成	

 

 

	 SFD システムを維持・管理するためには、5 年に 1 回の脱臭触媒の交換、1 年に 1 回の

フィルター交換及び、メンテナンス費が必要である。これらのコストを表 3-1-9 にまとめて

示した。これによれば、これらの維持・管理コストは年間で 25,826RM（約 858,600 円）

となる。1 年間に 330 日稼働とすれば、78.3RM/日（約 1,997 円/日）となる。 

 

表 3-1-9		SFD システムの維持コスト	

 
（注）4.442RM/US$, 0.039181RM/円（2017 年 2 月 11 日、ロイタージャパンによる）と

して計算した。（出所）調査団作成	

 

 

消費量① 単価②(R M )
ｴﾈﾙｷﾞｰｺｽﾄ（R M )

（①×②）

電力 85.4K W h/日 0.36R M /K W h 30.7R M /日

LPガス 50K g/日 190R M /50K gｼﾘﾝﾀﾞｰ 190R M /日

合計 ー ー 220.7R M /日

維持費用 内容 1年間の維持コスト 1年間の維持コスト(RM)

脱臭触媒交換費 約14,000US$/5年 5年に1回交換が必要 約2,800US$/年 約12,438RM/年

フィルター交換費 約500US$/年 毎年1回交換が必要 約500US$/年 約2,221RM/年

メンテナンス費 約28.5万円/年 設備費の0.5％ 約28.5万円/年 約11,167RM/年

合計 ー ー ー 約25,826RM/年

2017年7月現在：変動あり
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	 以上のコストに対して、SFD システム導入のメリットとしては、リサイクル燃料の販売

収入と、従来の収集・運搬・最終処分場での処分という、廃棄物処理コストの削減が考え

られる。 

	 SFD システム 1 基より 1 日に 200Kg のリサイクル燃料が生産される。リサイクル燃料の

熱量は約 5,000Kcal/kg である。このリサイクル燃料が代替しうる燃料としては、石炭が考

えられる。石炭の取引価格は、変動があるものの、発熱量 6,350Kcal/Kg の一般炭の取引価

格は 60～80 円/Kg 程度と見られる（https://pps-net.org/statistics/coal）。発熱量の比率で

換算すれば、リサイクル燃料の経済価値は 55 円/Kg 程度（5,000÷6,350×70 円＝55.1）と

算定される。これは１RM を 25.5 円とすると 2.16RM に相当する。1 日に生産される 200Kg

のリサイクル燃料の経済価値は 432RM（2.16RM×200Kg、約 11,016 円）となる。 

	 ただしこれは、使用済み紙おむつから生産するリサイクル燃料が、石炭と等価であると

仮定した場合のものであり、実際の取引価格はこれを下回る可能性がある。セメント企業

との打合せでは、取引価格は数量や輸送方法等により変動することから、明確な回答は得

られなかった。しかし現地専門家等からのヒアリングによれば、10 円/Kg 程度ではないか

との意見もあった。 

	 次に、マレーシア政府から入手した情報によれば、廃棄物処理に要する費用として以下

のものが示された。 

	 ・トランスファーステーションから最終処分場までの運搬費用：48RM(1,224 円)/トン 

	 ・最終処分場運営費用：49RM(1,249 円)/トン 

  600Kg の使用済み紙おむつの運搬と最終処分が不要になることから、この分の運営経費

が 節 約 さ れ る 。 1 日 当 た り 600Kg の 紙 お む つ の リ サ イ ク ル に よ っ て 、

58.2RM(（48RM+49RM）×0.6)（約 1,484 円）の費用が節約できると算定される。 

	 以上の、SFD システム導入により、使用済み紙おむつを処理してリサイクル燃料を生産

した場合の、便益と費用を表 3-1-10 にまとめて示した。 

	 これによれば、SFD システムの導入・運転に要する費用は、エネルギーコストと維持管

理費を合わせて 156RM/日（約 3,978 円/日）であるのに対して、燃料販売収入と最終処分

場運営コスト節約分を合わせた便益は 456RM/日（約 11,628 円）となり、1 日当たり 300RM

（約 7,650 円）のメリットが生じる。 

	 なおリサイクル燃料の販売価格が、熱量換算で石炭と等価の 55 円/Kg ではなく、10 円/Kg

となった場合は、表 3-1-10 に示す燃料販売収入 432RM/日は、78.5 RM/日（432×10÷

55=78.5）となる。この場合には、費用 299 RM/日に対して、便益は 136.7 RM/日にとどま

ることになる。 
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表 3-1-10	 SFD システムによる使用済み紙おむつ処理の便益と費用	

	

注）燃料販売収入は、熱量換算で石炭価格と等価として算定したが、実際の取引価格は	 	 	 	

これを下回る可能性がある。（出所）調査団作成	

 

 

	 表 3-1-10 に示した費用と便益には設備コストは含んでいない。これは SFD システムが

ODA として無償で提供される可能性もあることから、まずはこのような試算を実施したも

のである。 

	 表 3-1-11 に、SFD システムの設備コストをもとにして、これを稼働日数で除した場合の

設備コストを算定した。SFD システムは、適切にメンテナンスを行うことにより、20 年間

以上の稼働が可能である。仮に 20 年間の稼動を想定した場合には、1 日当たりの設備コス

トは 338RM（5700 万円÷20 年÷330 日＝8,636 円）となる。また 30 年間の稼動を想定し

た場合には、1 日当たりの設備コストは 226RM(5,763 円)となる。 

さらに SFD システムに加えてペレッタも併用した場合には、同様の算定により、1 日当

たり設備コストは、20 年間の稼動を想定した場合には、439RM (11,212 円)、30 年間の稼

動を想定した場合には、293RM (7,475 円)となる。 

 

表 3-1-11	 SFD システムの設備コスト	

 
（注）1 年の稼働日数 330 日、1RM=0.039181 として算定した。 

（出所）調査団作成	

燃料販売収入 432R M /日
消費エネルギー

コスト
220.7R M /日

廃棄物処理コスト

節約分
58.2R M /日 維持管理費 78.3R M /日

合計 490.2R M /日 合計 299R M /日

便益 費用

円貨 マレーシア通貨 円貨 マレーシア通貨 円貨 マレーシア通貨

設備費 57,000千円 2,233千R M 17,000千円 666千R M 74,000千円 2,899千R M

20年稼働の場合の

1日当たり設備コスト
8,636円 338R M 2,576円 101R M 11,212円 439R M

30年稼働の場合の

1日当たり設備コスト
5,758円 226R M 1,717円 67R M 7,475円 293R M

SFD 2000 ペレッタ 合計
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	 以上の、経済性の評価結果をまとめて図 3-1-6 に示した。 

	 普及実証事業など、ODA によって SFD システムが無償で提供される場合、SFD2000 の

稼動により得られる便益は、費用を上回り、1 日当たり 190.2RM の経済効果があると試算

される。 

	 これに対して、設備を購入して稼働する場合には、この経済効果 190.2RM を設備コスト

が上回る。すなわち設備コストも含めた場合には、図 3-1-6 に示すように、SFD2000 の単

独運転（生成するフラフ燃料を利用）の場合には、147.8RM/日（20 年稼働で算定した場合）、

または 35.8RM/日（30 年稼働で算定した場合）、費用が便益を上回る。また SFD2000 に加

えてペレッタを保有する（ペレット燃料を生産して利用）の場合には、248.8RM/日（20 年

稼働で算定した場合）、または 102.8RM/日（30 年稼働で算定した場合）、費用が便益を上

回ると試算される。 

ただし SFD システム導入の効果は、経済的な効果だけにとどまるものではない。使用済

み紙おむつを燃料化しリサイクル利用することによって、最終処分場の使用期間を長くで

きるほか、最終処分場での衛生面や臭気の問題解決につながる。また、化石燃料の使用削

減と、二酸化炭素の排出削減につながり、地球温暖化の抑制に貢献できる。更にマレーシ

アにとって大きな課題であるリサイクルの促進にも大きく貢献することができる。 

	 以上の検討結果から、SFD システムの経済的な適合可能性は十分にあると評価できる。 
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図 3-1-6	 SFD システム導入の効果	

 

（注）使用済み紙おむつの処理量が 600Kg/日の SFD2000 導入の効果を示す。 

（出所）調査団作成	

 

3-3 対象国における製品・技術のニーズの確認 

3-3-1 マレーシア国のごみの問題点	  

	 マレーシア国において 2005 年時点では、1 日のごみの排出量は 19,000 トン、使用済み

紙おむつの構成比は 5.06%であった。この当時の予測によれば、排出量が 1 日 30,000 トン

になるのは 2020 年と予想されていたとのことである。しかし、2012 年にはすでに 30,000

トンを越えており、ごみの排出量は急速に拡大している。しかも固形廃棄物の中で第 3 番

目に多い使用済み紙おむつの構成比は 12.1%で、1 日に 2,625 トンとなっている。昨年の調

査では 14%になっていたとのことである。 

	 マレーシア国では使用済紙おむつは焼却処理されず、埋め立て処分されている。そのた

め、埋立て処理場への容量面での負荷や温室効果ガスの原因であるメタンガスを発生させ

ている。また、使用済み紙おむつの増加に伴い、容積・重量があるため、ごみ処理費や運

搬費にも負荷をかけている。 

以下、調査対象地域のごみの排出量を示す。 

①クアラルンプール市 

	 クアラルンプール市内からのごみの排出量は、2016 年現在 1 日約 2400〜2500 トン(約

SFD2000稼働による便益
490.2RM/⽇

（内訳）
燃料販売収入：432R M /日
廃棄物処理費用節約分：58.2R M /日

SFD2000稼働による費⽤
299RM/⽇

（内訳）
エネルギーコスト：220.7R M /日
維持管理費：78.3R M /日

SFD2000稼働の効果
（設備費を考慮しない場合）

190.2R M /日

SFD2000単独運転
（フラフ燃料利⽤）

（20年稼働の場合）338RM/⽇
（30年稼働の場合）226RM/⽇

SFD2000+ペレッタ運転
（ペレット燃料利⽤）

（20年稼働の場合）439RM/⽇
（30年稼働の場合）293RM/⽇

設備コスト

設備費を考慮した場合の効果
（20年稼働の場合）▲248.8R M /日
（30年稼働の場合）▲102.8R M /日

設備費を考慮した場合の効果
（20年稼働の場合）▲147.8R M /日
（30年稼働の場合）▲35.8R M /日

・最終処分場の延命
・化石燃料使用節減
・CO 2排出削減
・臭気・衛生面の悪影響の減少
・リサイクルの促進
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900,000 トン/年)の廃棄物が排出されている。そのうち約 10〜12%(240〜300 トン/日)が使

用済み紙おむつとなっている。 

②メラカ市 

	 メラカ市内からのごみの排出量は、2016 年現在 1 日約 1000 トン(約 360,000 トン/年)の

廃棄物が排出されている。そのうち約 10〜12%(100〜120 トン/日)が使用済み紙おむつとな

っている。 

③ランカウイ村 

	 ランカウイ島内からのごみの排出量は、2016 年現在 1 日約 150 トン(54,000 トン/年)の廃

棄物が排出されている。そのうち約 10〜12%(15トン/日)が使用済み紙おむつとなっている。

ランカウイ島最終処分場は、観光客の増加とともに、ごみ排出量が増え、最終処分場の容

量が後１年位しかない状態である。 

④ペナン市 

	 ペナン市内からのごみの排出量は、2015 年現在 1 日約 1,800 トン(約 648,000 トン/年)の

廃棄物が排出されている。そのうち約 10〜12%(180〜216 トン/日)が使用済み紙おむつとな

っている。 

 

3-3-2 マレーシアのごみ処理の取り組み 

	 マレーシア政府は、1-3 で示したような政策のもとに、固形廃棄物の処理に取組んでいる。

JPSPN と SWCorp は、最終処分場の管理・運営、ごみ選別装置（MRF）、焼却炉、3R 活

動などの取り組みを行い、ごみの減量化を目指している。Alam Flora 社は、リサイクルセ

ンターを設置し、ごみの減量化を行っている。＊ごみ選別装置（MRF）、焼却炉は故障のた

め現在稼働していない。 
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3-3-3 提案製品の可能性	  

	 提案製品は、これまで処理方法がなく、リサイクルできないとされていた使用済み紙お

むつをエネルギーリサイクルできるようにしたものである。使用済み紙おむつの処理に困

っている JPSPN、SWCorp、地方政府機関は、提案製品が同国において非常に重要である

ことを理解している。JPSPN は、普及・実証事業で本装置の必要性が確認されれば、使用

済み紙おむつを資源ごみとして扱えるように政策を作りたいという意向があった。 

提案製品の設置の可能性については、以下の表にまとめた。 

 

表 3-3-1 提案製品適合性 

 

（出所）調査団作成	

3-3-4 事業実現の可能性の検討 

(1)ODA 案件化の実現の可能性 

	 調査において、JPSPN、SWCorp、環境局、保健省との面会において、ODA 案件のカウ

ンターパートとして、SWCorp がなることで合意した。JPSPN と SWCorp からの提案や

現地調査の結果を考察し、保育所からの排出される使用済み紙おむつをターゲットに、KL 

Taman Beringin トランスファーステェーションに提案製品を設置導入することを想定し

た普及・実証事業を ODA 案件として提案する予定である。本事業は、JPSPN、SWCorp

はもとより、PPBM 保育所協会、Alam Flora 社、環境局、保健省、C&CA、ゴム手袋生産

会社、マラヤ大学にも事業推進の了承をいただいており、使用済み紙おむつリサイクル事

業に非常に協力的である。なお、ODA 案件の具体的な提案は、第 4 章 ODA 案件化の具体
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的提案に示す。 

(2)ビジネス展開の実現の可能性 

	 調査において、マレーシア国内で子供用紙おむつが年間約 40 億枚生産されていることが

わかった。2012 年 JPSPN の調査によれば、使用済み紙おむつが 1 日に 3,139 トン排出さ

れていることがわかった。マレーシアでは、ごみの組成の第 3 位(12%-2012JPSPN 調査)

が使用済み紙おむつで、政府も使用済み紙おむつを大きな問題としてあげており、2018 年

〜2020 年の間に使用済み紙おむつのリサイクル産業の確立を目指している。燃料の利用先

であるバイオマスボイラーを利用する会社(C&CA、ゴム手袋生産工場)では、石炭やヤシペ

レット燃料の値段の変動が大きく、安定した燃料を探している。また、マレーシアではご

みの水分量が多い問題から、焼却炉の故障が多く見られている。そのため焼却炉を持つ機

関や産廃業業者への販売可能性が高くある。Cenviro 社（4 基の焼却炉を持つが故障中）、

Alam Flora 社（１基焼却炉購入予定、1 基焼却炉修理予定）は、焼却炉の補助燃料として、

使用済み燃料に高い興味を示している。Alam Flora 社からは、購入の検討や販売代理店の

依頼を受けている。販売先としては、JPSPN、SWCorp、地方自治体、ごみ回収業社、保

健省（病院）を考えている。なお、具体的なビジネス展開については、第 5 章ビジネス展

開の具体的な計画に示す。 

 

3-4 対象国の開発課題に対する製品・技術の有効性及び活用可能性確認  

	 1-2 に示したように、マレーシア国では、固形廃棄物に占める使用済み紙おむつの比率が

12.1％と高く、かつその比率が増加する傾向があることに対して、問題意識を有している。

このため使用済み紙おむつのリサイクルが開発課題となっている。 

SFD システムは、使用済み紙おむつを処理して、フラフまたはペレットを生産するシステ

ムである。使用済み紙おむつをリサイクルすることによって、固形廃棄物の排出量が削減、

化石燃料使用量の削減（代替え燃料）、温室効果ガスの削減、衛生状態の改善や臭気の軽減

など多くの効果がある。 

	 3-1 で検討したように、使用済み紙おむつの収集とリサイクルは、保育所のほか、一般家

庭、病院、ホテル等から発生するものに対して適用可能である。ただし本調査においては、

本システム導入の最初の試みとして、保育所を対象にして、より詳しく処理システム構築

の検証を実施することにした。また、使用済み紙おむつの収集・運搬から、SFD システム

によるリサイクル燃料生産、リサイクル燃料を需要者が利用するまでの一連のシステムに

ついても、マレーシア政府による既存の固形廃棄物の収集・処理のシステムを活用するこ

とにより、実施可能であることが確認できた。 

また 3-2 で示したように、経済性についても、実現可能であることを確認した。 
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第４章	 ODA 案件化にかかる具体的提案	

4-1 ODA 案件概要 

	 ODA 案件として、普及・実証事業による、「SFD システムによる使用済み紙おむつのリ

サイクルシステム事業」の実施を提案する。 

 

	 1－2 に示したように、マレーシア国においては、家庭から排出される固形廃棄物のうち、

12.1%を使用済み紙おむつが占めており、その発生量は 1 日に 2,625 トンに達している。こ

れに対してマレーシア政府は大きな問題意識を有している。国家固形廃棄物管理公社

（SWCorp）が発表した「2015〜2020 年における固形廃棄物管理の包括的な行動計画」の

中で、使用済み紙おむつに関する包括的な行動計画として、以下の 2 つの達成目標を立て

て、活動を行うとしている。 

・再利用可能なおむつの使用の利点に関する社会の認識レベルを向上させる。 

・使い捨ておむつのリサイクル産業を確立する。 

 

	 提案企業が有する SFD システムは、使用済み紙おむつを、フラフ、ペレット燃料にリサ

イクルできる装置である。水を使わないことから、コンパクトでエネルギー消費が少なく、

排気ガス、騒音、臭気等の環境への排出もほとんどない。日本国内で多くの納入実績があ

り、３－４で示した通り、マレーシア国でも有効であるものとみられる。 

 

	 このことから、今後提案を予定する普及・実証事業「SFD システムによる使用済み紙お

むつのリサイクルシステム事業」は、マレーシア政府が抱える上記の課題の解決に貢献す

るものであり、固形廃棄物処理を所管する、国家固形廃棄物管理局及び、その下で固形廃

棄物処理の実施を担当している、国家固形廃棄物管理公社から、事業の実施について協力

するとの意向が示された。また、使用済み紙おむつ発生源の一つである保育所（PPBM 保

育所協会）や代替燃料を探している機関（C&CA）からも協力の意向が示された。 
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図 4-1-1	SWCorp、PPBM 保育所協会、C&CA 協力レター	

 
 

	 以上の状況を背景として、マレーシア国に SFD システムを設置、運転することにより、

使用済み紙おむつのリサイクル処理によるエコシステム構築や使用済み紙おむつリサイク

ル産業確立の可能性を実証することを目的として、普及・実証事業の実施を提案する。 

普及・実証事業における、カウンターパート、対象サイト、対象製品、処理対象廃棄物、

リサイクル製品等の基本事項を以下に示す。 
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Japan	International	Cooperation	Agency	(JICA)	

Ruj. Tuan :  

Malaysia	Office	
Level	29,	Menara	Citibank	
165,	Jalan	Ampang	
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Dear	Sir,		
	
EXPRESS	OF	STRONG	SUPPORT	ON	THE	PROPOSED	PILOT	PROJECT	ON	USED	DISPOSABLE	
DIAPER	RECYCLING	IN	MALAYSIA	
 
It	 is	 my	 great	 pleasure	 to	 introduce	 ourselves,	 Persatuan	 Pengasuh	 Berdaftar	 Malaysia	
(PPBM),	or	in	English,	the	Association	of	Registered	Childcare	Providers	Malaysia	(ARCPM).	
We	 are	 a	 Malaysian	 registered	 NPO	 (Non-profit	 Organization)	 since	 28	 years	 ago	 in	
September	 1989,	 implementing	 various	 programs	 and	 training	 services	 to	 childcare	
providers,	organizations	and	individuals	who	are	passionate	in	their	work	with	children.	As	a	
national	 childcare	 association,	 we	 enable	 our	 members	 to	 connect	 to	 our	 network	 of	
childcare	 professionals	 in	 22	 Affiliated	 State	 Associations	 throughout	 the	 country	 to	
promote	quality	childcare	nationwide.	
	
For	your	information,	our	Association	is	always	encouraging	our	members	to	go	green	and	
environmental	 friendly	 in	 their	 daily	 operations.	 However,	 tremendous	 amount	 of	 used	
disposable	 diapers	 generated	 from	 the	 childcare	 center	 has	 always	 been	 the	 biggest	
challenge	 that	 we	 are	 facing	 in	 childcare	 sector	 in	 Malaysia,	 due	 to	 the	 fact	 that	 the	
consumption	of	disposable	diapers	keeps	increasing	nowadays.			
	
Our	Association	is	very	delighted	to	have	several	discussion	sessions	with	the	study	team	of	
the	 ongoing	 JICA	 Feasibility	 Study	 conducted	 by	 Super	 Faiths	 Inc.	 from	 Japan	 on	 the	
possibility	of	used	disposable	diaper	recycling	in	Malaysia.	We	are	certainly	very	excited	to	
know	that	it	is	technically	possible	to	recycle	used	disposable	diapers	into	useful	fuel	pellets,	
as	 an	 alternative	 solution	 to	 all	 the	 used	 disposable	 diapers	 that	 are	 currently	 being	
disposed	 only	 to	 the	 landfill	 sites,	 which	 are	 non-degradable	 and	 very	 harmful	 to	 the	
environment.	
	
	

 
PERSATUAN	PENGASUH	BERDAFTAR	MALAYSIA	(PPBM)	
Association	of	Registered	Childcare	Providers	Malaysia	(ARCPM)	
No.	53A/G,	Block	E,	Zenith	Corporate	Park,	Jalan	SS7/26,	Kelana	Jaya	
47301	Petaling	Jaya,	Selangor,	Malaysia	
Tel:	603	7880	1367			Fax:	603	7880	2941			
E-mail:	enquiry@ppbm.org			FB:	www.facebook.com/PPBMOfficial	
Website:	www.ppbm.org 

Ruj Kami: PPBM/PILOT (JICA) 016/July17 (ns)                                                          Tarikh: 5th July 2017 

KE ARAH PENGASUHAN BERKUALITI 

no.972/89	

	
	
	
As	we	understood	from	Super	Faiths	Inc.	that	the	company	is	currently	applying	to	another	
JICA	Scheme	to	conduct	possible	pilot	project	on	used	disposable	diaper	recycling	in	Kuala	
Lumpur,	our	Association	would	like	to	hereby	give	our	strong	support	on	their	application	to		
Implement	the	pilot	project.	We	would	give	our	commitments	to	cooperate	with	the	project	
team	 from	 the	 childcare	 sector,	 particularly	 to	 coordinate	 with	 the	 childcare	 centers	 on	
segregation	of	used	disposable	diapers	 for	 recycling	purpose,	as	well	 as	promotion	of	 the	
diaper	recycling	initiative	to	all	the	childcare	centers	in	the	country.		
	
We	 certainly	 hope	 that	 this	 pilot	 project	 could	 be	 a	 model	 case	 to	 show	 us	 the	 actual	
implementation	 of	 an	 alternative	 solution	 for	 used	 disposable	 diapers	 generated	 in	
Malaysia,	 and	 therefore	 our	 Association	 could	 play	 more	 active	 role	 to	 promote	 and	
encourage	more	childcare	centers	to	properly	segregate	and	recycle	their	used	disposable	
diapers	in	the	future	for	a	better	environment.		
	
Thank	you	and	we	are	looking	forward	seriously	to	working	together	between	Malaysia	and	
Japan	on	this	very	interesting	project.		
	
	
Yours	sincerely,	
Persatuan	Pengasuh	Berdaftar	Malaysia	(PPBM)	
	
	
	
	
____________________	
Norsheila	Abdullah	A.M.N	
President	
	
	
	
	
	
	
	
	



 73 

表 4-1-1	普及・実証事業概要	

	

（出所）調査団作成	

 

なお、SFD2000 を設置する KL Taman Beringin トランスファーステーションは、既設の

廃棄物処理施設であり、その敷地の一部をお借りして機材を設置し、実証運転を行う予定

である。これはもともと実施サイトが、KL 市内の固形廃棄物を集約する拠点であることか

ら、使用済み紙おむつを集約するのにも好都合であり、施設の職員も廃棄物処理に知見が

あること、敷地内に設置するのに好適な場所があることなどから、カウンターパートから

認められたものである。SWCorp は、同設置場所について、他機関からもプロジェクトの

提案を受けているが、同プロジェクトが政府として優先課題であるため、施設場所の同プ

ロジェクト用に確保しているとのことである。 

またこのために、実施サイトは環境規制の厳しいところではなく、SFD2000 の設置につい

ても、特別な許可等は不要である。 

	 今回実施を計画している普及・実証事業のイメージを図 4－1 に示す。 

KL 市内にある固形廃棄物中間処理施設において、SFD2000 1 台を設置、運転し、近隣の

保育所から収集された使用済み紙おむつをリサイクルして、ペレット燃料を生産する。そ

して生産された燃料を、セメント工場やゴム手袋生産工場にて、代替燃料として再利用す
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ることで、使用済み紙おむつのリサイクルシステムを実証しようとするものである。 

	 さらに、普及・実証事業終了後には、提案製品がマレーシア側に無償で提供され、マレ

ーシア国側で継続して、使用済み紙おむつのリサイクルのために活用してもらう必要があ

る。また普及・実証事業を通じて、本システムの有効性を、マレーシア国内の自治体、病

院等の潜在的ユーザーに知っていただき、事業ベースで導入していただくことを期待して

いる。このために普及・実証事業においては、図４－１に黄色で示したような様々な活動

を実施することを計画している。これらの活動の詳細は４－２（１）に示す。 

 

図 4-1-2	 普及・実証事業で実施するプロジェクトのイメージ	

 
（出所）調査団作成	

 

４－２	 具体的な協力計画及び開発効果  

（１）目的、成果、活動 

今回実施を提案する、普及・実証事業の目的、成果、活動を表４－１に示す。 

 

① SDF2000 の運転実証 

日本から SFD2000 を運搬、設置し、リサイクル燃料生産までの運転実証を行う。 

この際には、SFD システム運転時の環境に対する影響を確認するために、マラヤ大学の協

力のもと、排ガス、臭気、騒音について、研究・測定・分析を行う。 

普及・実証事業終了後は、本機がマレーシア側に無償で提供され、マレーシア側で継続し

て活用されることを期待している。このためマレーシア側のメンバーに、SFD2000 のしく

近隣の保育所 
（20か所程度） 

SFDシステム 

設置サイト： 
Taman Bringin Transfer Station 

ペレット 
燃料/フラフ 

近隣の工場 
（ボイラー燃料 
　として利用） 

カウンターパート：廃棄物管理公社（SWCorp） 

電力 ガス 

デモンスト
レーション 

技術移転 

ペレット燃料
の性状分析 

SFD2000の排
気ガス、騒音、
振動等確認 

ペレット燃料
の使用性確認 

Aram Flora社 

分別の実施
可能性確認 

ユーザー：政府機関、自治体、廃棄物処理事業者、病院、紙おむつメーカー等 セミナー 

ポスター等
による 
普及啓蒙 

運搬 収集・運搬 

：マレーシアの関連機関 

SFDシステム
の設置、運転

実証 

：普及実証事業での実施項目 
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みや運転方法について説明し、実際に運転してもらうことによって、独立して維持・管理

ができるよう、十分に技術移転を行う。 

また普及・実証事業実施と並行して、現地販売代理店と連携し、現地でメンテナンスや技

術サービスができる体制を構築する。 

 

② 使用済み紙おむつのリサイクル燃料化の実証 

生産したペレット燃料は、成分や熱量等の分析を実施する。 

また KL 市近隣の工場に実際に供給し、バイオマスボイラーの燃料として使用することによ

って、供給方法や燃焼性を確認する。 

 

③ 使用済み紙おむつの収集・運搬の実施可能性の実証 

実施サイト近隣の保育所(10〜20 か所)を選定し、各保育所での使用済み紙おむつの分別・

保管の実施可能性について確認する。 

また SWCorp 及び Alam Flora 社の協力を得て、各保育所から使用済み紙おむつを回収し

て、実施サイトに運搬することを実施し、収集・運搬の実施可能性を実証する。 

 

④ 廃棄物収集・処理関連機関、保育所、病院等の関係者の、使用済み紙おむつのリ

サイクルに関する理解を促進する 

普及・実証事業を通じて、政府機関関係者や民間企業、病院、保育所等の関係者を招いて、

セミナーやデモンストレーションを行う。これにより、マレーシア政府機関はもとより、

独自に固形廃棄物の収集・処理を実施している自治体関係者に SFD2000 をアピールし、公

的機関による SFD2000 の購入につながることを期待する。 

さらデモンストレーションの実施を通じて、マレーシア国の廃棄物処理事業者や使用済み

紙おむつを排出する病院、紙おむつを生産する企業等が、SFD2000 の効果を知り、各々が

使用済み紙おむつの処理についての理解を深め、本設備の購入につながることも期待して

いる。 

 

⑤ 一般市民の、使用済み紙おむつのリサイクルに関する理解を促進する 

使用済みおむつリサイクルの意義や方法及び普及・実証事業について説明するポスターや

パンフレットを作成し、保育所、病院、政府機関等の公的な施設や、ショッピングモール

等の紙おむつの販売店に掲示してもらい、普及啓蒙を図る。 

表 4-2-1 普及・実証事業の目的、成果、活動 
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目的：使用済み紙おむつのリサイクル処理によるエコシステム構築の可能性を実証する 

成果 活動 

成果１ 

SFD2000(使用済み紙おむつリ

サイクル処理装置)の運転実証

を行う。 

1-1 SFD 装置の設置 

日本から SFD2000 を運搬し、設置する。 

1-2 SFD 装置の運転実証 

SFD2000 を運転し、使用済み紙おむつからリサイクル

燃料生産の実証を行う。 

併せて排ガス、騒音、臭気等の測定を実施する。 

1-3 SFD 装置の運転・管理方法移転 

SFD2000 の運転・管理方法について、カウンターパー

トに技術移転を行う。またアフターフォロー体制を構築

する。 

成果２ 

使用済み紙おむつのリサイク

ル燃料化の実証を行う。 

2-1 リサイクル燃料の性状確認 

生産したリサイクル燃料の性状分析を行い、その性状を

確認する。 

2-2 リサイクル燃料の販路開拓 

リサイクル燃料の販売先を開拓し、販売可能性の実証を

行う。 

2-3 リサイクル燃料の使用性確認 

リサイクル燃料をユーザーに持ち込み、実機にて使用性

を確認する。 

成果３ 

使用済み紙おむつの収集・運搬

の実施可能性の実証を行う。 

3-1 保育所での分別の実施可能性確認 

10～20 か所の実証対象保育所を選定し、各保育所での

使用済み紙おむつの分別・保管の実施可能性について確

認する。 

3-2	 使用済み紙おむつの収集・運搬の実施可能性確認 

収集車が、各保育所から使用済み紙おむつを回収して、

SFD2000 の実施サイトまで運搬することの実証試験を

実施する。 

成果 4 

保育所、病院及び廃棄物収集・

処理関連機関（政府機関及び事

4-1 セミナーの開催 

保育所、病院及び廃棄物収集・処理関連機関（政府機関

及び事業者）の経営者、従業員等を対象として、使用済
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業者）の経営者、従業員等が、

使用済みおむつのリサイクル

の意義や方法について理解す

る。 

みおむつのリサイクルの意義や方法についてのセミナ

ーを開催する。 

4-２ 実機見学会の開催 

保育所、病院及び廃棄物収集・処理関連機関（政府機関

及び事業者）の経営者、従業員等を対象として、プロジ

ェクトサイトにおいて、使用済み紙おむつのリサイクル

処理機の稼働実態に関する見学会を開催する。 

成果 5 

保育所及び病院関係者のユー

ザー等一般市民が使用済みお

むつのリサイクルの意義や方

法について理解する。 

5-1 ポスターによる普及啓蒙の実施 

使用済みおむつのリサイクルの意義や方法及び普及実

証事業について説明するポスターを作成し、保育所、病

院、政府機関等の公的な施設や、ショッピングモール等

の紙おむつの販売店に掲示してもらい、普及啓蒙を図

る。 

	

（出所）調査団作成	

 

（２）投入 

	 普及・実証事業における、日本側及びマレーシア側の投入を表 4－2 に示す。 

	 日本側は、使用済み紙おむつのリサイクル装置を提供、据付するとともに、運転管理の

ための技術移転、使用済み紙おむつの収集・運搬に関する支援、ペレット燃料の販売先の

確保、環境項目やペレット燃料性状の測定・分析、セミナーやデモンストレーションの実

施等の普及広報活動を実施する。 

	 マレーシア側は、使用済み紙おむつのリサイクル装置の据付場所の提供と、そのための

据付場所の整備、電力、ガスといったユーティリティの提供、使用済み紙おむつの収集・

運搬、セミナー会場の提供等を実施する。 

	 これらの日本側及びマレーシア側の役割分担については、今回の調査において、基本的

に合意ができている。 
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表 4-2-2	 普及・実証事業における投入	

 
（出所）調査団作成	

 

（３）実施体制 

	 普及・実証事業の実施体制を図 4－2 に示す。 

	 普及・実証事業は、固形廃棄物・公共衛生管理公社（SWCorp）がカウンターパートとな

って実施する。 

	 国家廃棄物・公共衛生管理公社(SWCorp)は、KL 市内における固形廃棄物の収集・処理

を Alam Flora 社に委託し、その業務の管理、監督を行なっている。 

	 普及・実証事業の実施にあたっては、固形廃棄物・公共衛生管理公社（SWCorp）から

Alam Flora 社に対して、保育所からの使用済み紙おむつの収集・運搬や、KL Taman 

Beringin トランスファーステーションでの SFD システムの設置や運転の支援について、

協力要請をしていただく。また使用済み紙おむつを収集する保育所に対しても、マレーシ

ア PPBM 保育所協会を通じて、協力要請をしていただく。 

日本側では、提案企業のメンバーのほか、海外での事業活動に関するコンサルタントや技

術者等の外部人材による調査団を構成する。また実施サイトにおける機材の設置にあたっ

てはマレーシア国内の企業に工事を外注し、調査団の監督指導の下に設置工事を実施する。

さらに実証運転期間中の環境項目の計測やペレット燃料の性状分析を、マラヤ大学の分析

日本側（株式会社スーパーフェイズ） マレーシア側（国家固形廃棄物管理公社）

機材の据付

・機材の提供

・機材のサイトまでの運搬

・機材の据付

・電力、ガスの接続工事

・据付場所の提供

・据付場所の整備工事（扉の取付、壁の撤去等）

・ﾄﾗﾝｽﾌｧｰｽﾃｰｼｮﾝの受電設備への接続許可

・プロパンガスの持込・使用許可

運転・管理

・運転管理技術者の派遣

・運転管理方法の指導

・メンテナンス、トラブル対応方法の指導

・運転のデモンストレーション

・運転要員の提供

・消費する電力、ガスの提供

使用済み紙おむ

つの収集・運搬

・使用済み紙おむつの分別箱の提供

・分別状況の確認・指導

・保育所（20か所程度）の巡回と使用済み紙おむつ

の収集

・使用済み紙おむつの貯蔵（ﾄﾗﾝｽﾌｧｰｽﾃｰｼｮﾝ）

ペレット燃料 ・ペレット燃料の販売可能性の確認
・ペレット燃料の貯蔵

・ペレット燃料の販売先への運搬・販売

分析
・SFD 2000の運転時の環境項目の測定

・ペレット燃料の性状分析
・分析機関の推薦

普及広報活動

・セミナー開催

・デモンストレーションの実施

・ポスター等の作成・配布

・セミナー会場の提供

・デモンストレーションの開催許可

・セミナー・デモンストレーションの参加者募集

（自治体、民間機関等）
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計測機関に依頼する。 

	 なお、SFD システムのメンテナンスや技術サービスを実施するために、普及・実証期間

中に、現地販売代理店と提携する予定である。ここでは、普及・実証事業終了後に、マレ

ーシア側に移転された後の SFD システムはもちろん、マレーシア国内で今後販売される

SFD システムのメンテナンスや技術サービスを実施することを計画している。 

 

図 4－2	 実施体制	

 
（出所）調査団作成	

 

 

（４）活動計画・作業工程 

	 普及・実証事業の作業工程を図 4－3 に示す。 

	 普及・実証事業は 2018 年 4 月より開始すると想定している。契約後、機材の製作を開始

し、輸送、据付が完了し、機材の運転を開始するのは 2018 年の 10 月からの計画である。

この間に平行して、保育所への説明と協力要請や、約 10〜20 か所の保育所を巡回して、使

用済み紙おむつを収集する経路をマレーシア側と協議する。 

	 機材の運転は 2018 年 10 月から 2019 年の 3 月までの 6 か月間を想定している。この間

に、マレーシア内外の関係者を招いて、5 回程度のセミナー及びデモンストレーションを開

催する。実際に機材を稼働する時間は、このセミナー及びデモンストレーションの開催期

間のほかに、現地技術者への技術移転や、連続運転実証等を含め、1 か月間程度となる見込

みである。 

	 機材の運転と並行して、環境項目の計測や生産したペレット燃料の分析を行う。ペレッ

ト燃料については、近隣の工場において使用性を確認する。 
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	 以上の実証を完了後に、マレーシア側への機材の引き渡し、アフターフォローを行い、

報告書を作成する。 

 

表 4－3	 作業工程	

	

 

（出所）調査団作成	

 

（５）事業費概算 

	 普及・実証事業の事業費概算を図 4－4 に示す。 

	 機材の製作・購入費、輸送と現地での工事費で、4,000 万円程度となる。これに人件費や

渡航費、現地での活動費、計測・分析費を加えると、事業費総額は一億円程度（消費税込）

と想定している。ただし今後、詳細な計画の作成や、見積もりの取得等を実施する予定で

あり、この結果によって、事業費は変動する可能性がある。 
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表 4－4	 事業費概算	

	

 

（出所）調査団作成	

 

（６）本提案事業後のビジネス展開 

	 普及・実証事業は、実機による SFD2000 の説明や運転のデモンストレーションを行うこ

とによって、使用済み紙おむつが簡単に燃料としてリサイクルできることを実証する大変

いい機会と考えている。前述のように、マレーシアでは使用済み紙おむつの廃棄が大きな

課題となっている。これを解決できる方策を提示することによって、大きなビジネスチャ

ンスが開けると考えており、普及・実証事業終了後はマレーシア国内での事業展開に積極

的に取り組んでいきたい。 

	 潜在的な顧客としては次のところがあると考えている。 

	 ・JPSPN、SWCorp（中央政府） 

	 ・地方自治体 

	 ・病院（公立、私立） 

	 ・廃棄物回収業社等 

 

	 これらの事業展開のために、普及・実証事業後半から、SFD システムの販売と設置、技

術サービス、メンテナンス等に関心があり、これを実施できる会社を現地販売代理店とし

て提携することを予定している。さらに将来は、マレーシア国での SFD システムの現地生

産や、周辺国への販売に拡大していきたい。 
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（７）普及・実証事業の効果 

	 普及・実証事業の効果は、大きく次の４点である。 

	 ・使用済み紙おむつの最終処分場への埋立てを防ぐことで、最終処分場の使用期間の延

長と、ごみ処理費等の削減になる。 

	 ・使用済み紙おむつを燃料としてリサイクルすることによって、化石燃料の使用削減に

なる。 

	 ・化石燃料の使用削減によって、CO2 の排出を削減できる。 

	 ・住民の衛生環境が向上する。 

	  

	 SFD2000 では、1 日当たり 600kg の使用済み紙おむつのリサイクル処理が可能である。

これによって 1 日当たり約 200kg のペレット燃料が生産できる。ペレット燃料の発熱量は

5,000Kcal/Kg 程度である。これは石油製品（A 重油）に換算すると、108l、年間 32.3kl に

相当する。これによる CO2 の排出削減量は、年間 87.4t と算定される。 

	 マレーシアの使用済み紙おむつ排出量は、都市部で 95.8g/人・日とのことである（表 1-2-2）。

クアラルンプール市の人口は、178.7 万人（2016 年、マレーシア統計局）であることから、

クアラルンプール市から排出される使用済み紙おむつの量は、171ｔと算定される。  

	 この多くは家庭から排出されることから、そのうち保育所から排出される使用済み紙お

むつを１0％とすれば、29 基（17.1t÷600kg=28.5）の SDF2000 を導入することによって、

クアラルンプール市内の保育所から排出される使用済み紙おむつがすべてリサイクルされ

ることになる。 

 

表 4－5	 SFD2000 導入の効果	

 

（出所）調査団作成	
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4-3 他 ODA 案件との連携可能性  

現在マレーシア国では、環境関連の ODA プロジェクトとして、表 1-4-1 に示すように、「国

民生活向上プログラム」の下で、2015 年度において、「マレーシアにおける E-Waste 管理

制度構築支援プロジェクト」（技プロ）、「環境保全分野ボランティア派遣」（JOCV）、「環境

保全分野草の根技術協力」等が実施されている。しかしこれらのプロジェクトは、いずれ

も、今回の検討と関連する部分はなく、特に連携可能な ODA 案件は存在していない。 

またマレーシア国はすでに ODA 卒業移行国となっており（対マレーシア国別援助方針（平

成 24 年 4 月）、JICA マレーシア事務所によれば、他の国際援助機関による環境関連のプロ

ジェクトは実施されていないとのことである。 

 

4-4 ODA 案件形成における課題と対応策  

保育所から使用済み紙おむつを収集・運搬する仕組みの構築と、生産されたリサイクル燃

料の安定した需要先の探索と販売価格が課題になる可能性があると想定している。 

ただし、ODA 案件として実施することはあくまでも、SFD システムを設置し、リサイクル

燃料の生産を実証することと、SFD システムの運転管理方法の移転を行うものである。SFD

システムに投入する使用済み紙おむつの収集・運搬と、生産したリサイクル燃料の販売は

カウンターパートが実施するものである。しかし本調査においては、全体のシステムの実

現可能性を検証するために、これらについても確認、調査を実施することとする。 

 

4-5 環境社会配慮にかかる対応  

（１） 普及・実証事業における提案製品設置場所の概要 

	 普及・実証事業のサイトはク KL 市北側郊外の KL Taman Beringin トランスファース

テーションというごみ中間集積所の敷地内にある。同ごみ中間集積所は 2001 年に住宅・地

方自治省の出資により建設され、総面積は合計 5.2 ヘクタール、ごみ取り扱い能力は当初

1,700 トン/日と設計されたが、その後におけるニーズの増加に合わせて拡張されてきて、

現在 2,500 トン/日となっている。 

	 KL Taman Beringin トランスファーステーションは住宅・地方自治省傘下の JPSPN が

所有しているが、その管理機関は SWCorp となっている。SWCorp は同中間集積所の実際

の運営業務をさらに民間業者に外注しており、2013 年末頃より現在の契約運営会社である

Alam Flora 社が前任者の Umpan Jaya 社から契約運営の権利を受け継いでおり、総数 70

名の従業員を投入して、KL 市全体のごみ収集、二次分別、及び埋立地への転送等の作業を

行っている。 
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SWCorp は同ごみ中間集積所の日常的な運営を監督するために数名のスタッフを交代の形

で毎回 1～2 週間のサイクルで派遣している。また、KL 市政府もごみ集積所の業務活動に

関与しており、ごみの収集・取り扱い状況を把握するためのパトロール、モニタリング、

監督や月例報告の作成を行っている。 

	 Alam Flora 社は小型トラック、オープン型トラック及び大型ごみ降ろしトラック 3 種類

のトラックで固形廃棄物をクアラルンプール市内各ごみ置き場から収集し、一旦中間集積

所に集めて二次分別を経てから約 60 ㎞離れた Selangor 州 Hulu Selangor 地域に設置され

た Bukit Tagar 衛生埋立地に転送して最終処分をする。 

	 KL Taman Beringin トランスファーステーションから数百メートルの周辺地域には住

民がいるが、同集積所が設立される前にすでにマレーシアの環境規制関連規定に従い、必

要な予防と緩和措置を講じた。これと同時に、DOE によるサイトの適切性に係る審査・評

価（Site Suitability Assessment）、環境影響評価（EIA）の実施など必要な許認可手続き

を踏んだ。したがって、後述するように、普及・実証事業のサイトを既存ごみ集積所の敷

地内に設置することはこのような予防・緩和措置や必要な許認可手続きを省くメリットが

ある。 

	 一方、最終処分場となった KL Taman Beringin トランスファーステーションは、住宅・

地方自治省の直接監督の下で設計・建設されており、敷地面積は 280 ヘクタールであり、

周辺には幅約 500m、面積 400 ヘクタールの緩衝分離地帯がある。この場所は山間地であ

るため、埋立地としての地理的な優位性があり、ごみの埋立てに必要な粘土や土砂が豊富

に存在している。埋立地全体の設計容量は 1.2 億トンであり、KL 市と Hulu Selangor の中

部地域における 60 年間のごみ処理問題に対応できると想定されている。 

 

（２）普及・実証事業の許認可プロセス 

	 DOE の有害物質課によると、原則として、有害物質の取り扱いに係る活動のみライセン

スの取得が必要になる。しかし、具体的に有害物質の取り扱いに該当するか、ライセンス

の取得が必要になるかについては、活動の内容や活動のサイトの状況を踏まえて判断する

必要がある。本パイロット事業の場合、まずプロジェクト・サイトが所属する州（W.P. Kuala 

Lumpur）のオフィスによる審査から始まる以下のような許認可プロセスが必要になる。 

 

1) サイトの適切性に係る審査・評価 

	 関連設備の据付が予定されているサイトの周辺にある住宅地との距離、バッファー・ゾ

ーンの設置状況などについて、州レベルのオフィスが審査を経て、必要な改善措置や EIA

の必要性と EIA 申請の方法、申請を提出する対象機関（州レベルか、中央レベルか）等に
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ついてアドバイスや指示を出す。 

 

 

2) EIA の実施 

	 上記サイトの適切性審査・評価で州オフィスから出された指示に従い、EIA が必要とさ

れた場合、DOE のウェブサイトで登録された資格のあるコンサルタントのリストから適切

なものを選んで EIA の実施を依頼する。EIA の提出対象機関が州のオフィスか、中央政府

のオフィスかについても上記サイト適切性審査・評価の段階における州オフィスの判断に

従うべきである。 

 

3) 書面の許可 

	 EIA 審査の結果を踏まえて、合格した場合、州又は中央レベルの主管オフィスから書面

の許可が発給される。 

 

4) ライセンスの発給 

	 上記の結果を踏まえて、書面許可が発給された場合、州又は中央レベルの主管オフィス

からライセンスが発給される。 

 

（３）EIA 実施の必要性 

	 本事業の EIA 実施の必要性について普及・実証事業の段階と普及・実証事業終了後段階

に分けて考える必要がある。 

 

1) 普及・実証事業の実施に係る EIA の必要性 

	 DOE の評価課によると、通常、本パイロット事業の場合、たとえ使用済み紙おむつの非

有害性と非感染性が明らかになったとしても（保育園の園児用に限る、又は病院から分別

されたものの非有害性と非感染性が MOH の推薦状で承認されたことであっても）、固形廃

棄物を処理するための施設を導入することから、EIA の実施が必要となる。しかし、本件

で導入される SFD システムは SWCorp が管理している KL Taman Beringin トランスフ

ァーステーションという既存の施設現場に追加的に設置するものなので、カウンターパー

トとしての SWCorp の名義で DOE に対して追加的な情報の提供を伴う申請を行うことと

すれば、EIA を新たに実施する必要がない。 

すなわち、SWCorp が所管している KL Taman Beringin トランスファーステーションが

当初設置する際、すでに EIA が実施され、認可を受けたため、本件はパイロット事業の実
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施のため追加的な設備の導入のみ必要となるから、関連情報の提供により申請すれば、DOE

は通常半年の設備運転期間を認可する。また、パイロット事業の実施期間が半年以上かか

るとの理由で申請すれば、1 年やこれ以上の期間を認可することも可能である。 

2) ビジネス段階における事業実施にかかる EIA 

	 普及・実証事業終了後のビジネス段階においては、マレーシア国における SFD システム

の導入が各地域に徐々に拡大する見通しであり、設備の設置サイトは上記パイロット事業

のような既存施設サイトと新しいサイトの 2 種類が含まれることが想定される。既存施設

サイトを利用する場合、上記パイロット事業のような方法が適用できれば、EIA の実施が

免れる可能性が高いが、新しいサイトを利用する場合、EIA の実施が必要となり、以下の

とおり、3 つの段階を経由する。 

 

・EIA 報告提出前段階 

	 事業提案者が自らスクリーニングを実施し、提案事業が EQA で指定されている第 1 次指

定リストと第 2 次指定リストのどちらに該当するかを確認し、スコーピングによりコンサ

ルタントに EIA の実施を依頼するための委託条項（Terms of Reference/TOR）を作成して

から DOE に提出し、TOR 適格審査を受ける。合格の場合は次の段階に進み、不合格の場

合、期限付きの修正を経ての再提出が求められる。 

 

・EIA 報告提出中段階 

	 適格審査を通過した後、事業提案者は該当する第 1 次指定リスト又は第 2 次指定リスト

対象事業に係る審査プロセス向けて EIA 報告を提出する。第 1 次指定リストと第 2 次指定

リスト対象事業の EIA 審査期間はそれぞれ 5 週間、12 週間を必要とする。 

 

・EIA 報告承認後段階 

EIA 報告が承認される場合、これが第 1 次指定リスト対象事業か第 2 次指定リスト対象 

事業かを問わず、いずれも条件付きの承認であり、EMP（環境管理計画）と COA（EIA 承

認付帯条件）実施計画の提出と説明が求められ、各種モニタリングと第三者評価を受ける

必要がある。 
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図 4-5-1	マレーシアにおける EIA 実施手順の概観	

 
（出所）Environmental Impact Assessment Guideline in Malaysia 

注：	 DG＝DOE 局長；EMP=環境管理計画；COA＝EIA 承認の付帯条件 

 

 

（４）	 JICA 環境チェックリストによる確認 

	 普及・実証事業の実施サイトに係る環境社会配慮を JICA の環境チェックリストにより確

認した結果は以下のとおりである。 

提案事業

事業提案者によるスクリーニング

1． 本事業は EQA のセクション 34A、第１と第 2次指定リストに該当するか？
2． 本事業は国の開発計画と政策に合致するか？

第1次指定リスト対象事業

(5 週間 EIA 審査手続き該当)

第2次 指定リスト対象事業

(12 週間 EIA 審査手続き該当)

スコーピング

(TORの作成)

TORの提出

T O R適格審査
TOR修正、締切
まで再提出

修正版 TOR未提出

手続き打ち切り

第1次指定リ スト対象 第2次指定リスト対象

EIA 報告提出 EIA 報告提出

技術審査会議 技術審査会議

EIA 技術審査会
議と結論 (州支
局長又は DG）

EIA 技術審査会
議と結論 (DG）

条件付承認

・EMP提出
・COA 実施計画説明

順法監視、インパクト 監視、パフ

ォーマンス 監視、第三者評価。

不承認

Yes
適格確認

EIA 報告
不承認

No
No

情報公開

EIA報告
提出前段階

EIA報告
提出中段階

EIA報告
承認後段階

Yes

No
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１） 許認可・説明 

	 前述のとおり、普及・実証事業で導入される SFD システムは既存施設に追加的に設置さ

れるものであるため、C/P（カウンターパート）の名義で DOE に対して必要な追加情報の

提供を伴う申請により、EIA を新たに実施する必要がない。 

	 現地ステークホルダーは C/P、プロジェクトに参加するパートナー及び実施サイトの周辺

住民と想定される。C/P の候補者である SWCorp、及びパートナーである Alam Flora 社や

PPBM 保育所協会、環境局などに対してすでに事業計画を説明し、事業に対する理解と協

力の約束を取り付けたが、周辺住民に対しては、そもそも SFD システムからの汚水と大気

汚染物の排出がないことから、事業計画に係る説明の必要がないと理解される。 

	 本事業のサイトの選定に際して、プトラジャヤリサイクルセンター建設予定地も候補サ

イトとして検討したが、電気と建物が整備されていない（現在は駐車場）ため、機械の設

置場所と電気の供給が確保できる KL Taman Beringin トランスファーステーションを事

業サイトに決定した。 

 

２） 汚染対策 

	 本事業で設置する SFD システムからの大気汚染物、汚水、固形廃棄物の排出が一切ない

ので、大気質、水質と廃棄物の汚染及び土壌汚染を防止する対策を取る必要がない。 

	 一方、設備稼働時の騒音・振動が極めて軽微であり、マレーシアの制限値を下回る。ま

た、使用済み紙おむつの運搬車両は既存施設で使用されている車両と同様なものであり、

国の基準と整合することが想定される。また、設備稼働時、使用済紙おむつが封じ込めら

れたポリ袋のままで機械に投入されるため、臭気がほとんど発生しない。さらに、SFD シ

ステムには脱臭機も取り付けられており、二重の悪臭防止対策が取られている。 

 

３） 自然環境 

	 普及・実証事業のサイトはマレーシア国の法律や国際条約等に定められた保護区内に立

地していない。また、本事業の設備は既存施設内に設置されていることに加え、設備から

のごみと汚水の排出がないため、生態系に影響を与える恐れがない。 

	 施設の操業終了後の環境保全対策、跡地管理の継続体制やこれに関する予算措置などは

既存施設の管理機構である SWCorp が対応済みである。 

 

４） 社会環境 

	 本事業の設備は既存施設内に設置されているため、住民移転は発生せず、周辺住民の生
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活・生計に影響を及ばない。また、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺産、 

史跡等を損なう恐れはなく、特に配慮すべき景観は存在せず、少数民族、先住民族の文化、

生活様式への影響やその土地及び資源に関する諸権利を侵害することはない。 

	 一方、設備稼働時、作業員に求められるのは機械への使用済み紙おむつの投入と出来上

がった製品の回収という単純な労働であり、1 日 3 時間の労働時間も短いため、労働環境に

問題が生じることはない。また、作業現場における有害物質の取り扱いがなく、機械設備

の操作も比較的簡単なため、労働災害発生の可能性が極めて低いが、作業員に対する安全

教育が作業開始前に予定されている。本事業の設備は既存施設内に設置され、セキュリテ

ィーは施設の既存警備体制により確保されるため、新たな警備要員を配置する必要はない。 

 

５） その他 

	 普及・実証事業のサイトにおける必要な工事は設備設置場所における壁一面の取り除き

と設備の設置のみであり、騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス等が発生しない。一方、梱

包材と建築廃棄物が生じるが、適切に廃棄処理することが可能であり、工事による自然環

境と社会環境への悪影響はない。 

	 上記のとおり、普及・実証事業の実施及びサイトの整備に必要な工事による環境の影響

がないため、モニタリングを必要とする項目はない。 

	 また、本件の実施に伴う森林伐採や越境または地球規模の環境問題への影響はない。 
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表 4-5-1	 JICA 環境チェックリストの確認結果	

 

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes:	Y
No:	N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a)	環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b)	EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c)	EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、そ
の条件は満たされるか。
(d)	上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認可
は取得済みか。

(a)	N
(b)	N
(c)	N
(d)	N

環境局評価課に確認した結果、本件で導入されるSFDはSWCorpが管理してい
るTaman	Beringin	Transfer	Stationという既存施設の現場に追加的に設置
するものなので、カウンターパートのSWCorpの名義でDOEに対して追加的な
情報の提供を伴う申請を行うこととすれば、EIAを新たに実施する必要がな
い。

(2)現地ステークホ
ルダーへの説明

(a)	プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ステー
クホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b)	住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)	Y
(b)	N

(a)パイロット事業サイトに予定されているTaman	Beringin	Transfer
Station運営企業であるAlam	Floraと管理機関のSWCorp及びその他関係機関
（JPSPN、PPBM等）に事業計画を説明し、事業に対する理解と協力の約束を
取り付けた。
(b)既存施設内における設備の増設であり、当該設備からの汚水と大気汚染
物の排出がない。

(3)代替案の検討

(a)	プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項目
も含めて）検討されているか。

(a)	Y Putrajayaリサイクルセンターも候補サイトとして検討したが、電気と建物
が整備されていない（現在は駐車場）ため、機械の設置場所と電気の供給が
確保できるTaman	Beringin	Transfer	Stationを事業サイトに選定した。

(1)大気質

(a)	焼却施設、収集・運搬車両等から排出される硫黄酸化物（SOx）、窒素
酸化物（NOx）、煤じん、ダイオキシン等の大気汚染物質は当該国の排出基
準、環境基準等と整合するか。大気質に対する対策は取られるか。

本事業で設置する設備からの大気汚染物の排出はゼロである。

(2)水質

(a)	施設からの排水は当該国の排出基準、環境基準等と整合するか。
(b)	廃棄物処分場から発生する浸出水等の水質は当該国の排出基準、環境基
準等と整合するか。
(c)	これらの排水が表流水あるいは地下水を汚染しない対策がなされるか。

本事業で設置する設備からの排水がない。

(3)廃棄物

(a)	ゴミの破砕、選別工程で発生する処理残渣、焼却灰、飛灰、コンポスト
施設から発生するコンポスト化不適物等の廃棄物は当該国の規定に従って適
切に処理・処分されるか。
(b)	有害廃棄物、危険物については、他の廃棄物と区別し、無害化された上
で当該国の基準に従って適切に処理・処分されるか。

本事業で設置する設備からのごみ排出がない。

(4)土壌汚染
(a)	廃棄物処分場から発生する浸出水等により、土壌、地下水を汚染しない
対策がなされるか。

本事業で設置する設備からのごみ排出と排水がない。

(5)騒音・振動

(a)	施設稼働（特に焼却施設、廃棄物選別・破砕施設）、ゴミの収集・運搬
を行う車両の通行による騒音・振動は当該国の基準と整合するか。

(a)	Y 設備稼働時の騒音・振動が極めて軽微であり、当該国の制限値を大きく下回
ると見られる。また、使用済み紙おむつの運搬車両は既存施設で使用されて
いる車両と同様なものなので、国の基準と整合することが想定される。

(6)悪臭

(a)	悪臭防止の対策はとられるか。 (a)	Y 設備稼働時、使用済紙おむつが封じ込められたポリ袋のままで機械に投入さ
れるため、臭気がほとんど発生しない。また、SFD機械には脱臭機も取り付
けられており、二重の悪臭防止対策が取られている。

１
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（出所）調査団作成 

(1)保護区
(a)	サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a)	N 事業サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地して
いない。

(2)生態系

(a)	サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、マ
ングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b)	サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生息
地を含むか。
(c)	生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対策
はなされるか。
(d)	水生生物に悪影響を及ぼす恐れはあるか。影響がある場合、対策はなさ
れるか。
(e)	植生、野生動物に悪影響を及ぼす恐れはあるか。影響がある場合、対策
はなされるか。

(a)	N
(b)	N
(c)	N
(d)	N
(e)	N

本事業の設備は既存施設内に設置されていることに加え、設備からのごみ
排出と排水がないため、生態系に影響を与える恐れがない。

(3)跡地管理

(a)	処分場の操業終了後の環境保全対策（ガス対策、浸出水対策、不法投棄
対策、緑化等）は考慮されるか。
(b)	跡地管理の継続体制は確立されるか。
(c)	跡地管理に関して適切な予算措置は講じられるか。

(a)	N
(b)	N
(c)	N

本事業の設備は既存施設内に設置されているため、施設の操業終了後の環
境保全対策、跡地管理の継続体制やこれに関する予算措置などは既存施設
の管理機構（SWCorp)が対応済みである。

(1)住民移転

(a)	プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b)	移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説明
が行われるか。
(c)	住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生活
基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d)	補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e)	補償方針は文書で策定されているか。
(f)	移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の社
会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g)	移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h)	住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能力
と予算措置が講じられるか。
(i)	移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j)	苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)	N
(b)	N
(c)	N
(d)	N
(e)	N
(f)	N
(g)	N
(h)	N
(i)	N
(j)	N

本事業の設備は既存施設内に設置されているため、住民移転は発生しな
い。

(2)生活・生計

(a)	プロジェクトによる住民の生活への悪影響が生じるか。必要な場合は影
響を緩和する配慮が行われるか。
(b)	ウェストピッカー等を含めた既存の資源再回収システムへの配慮はなさ
れるか。
(c)	廃棄物運搬による地域交通への影響はあるか。
(d)	本プロジェクトからの排水、廃棄物処分場から発生する浸出水等によっ
て漁業及び地域住民の水利用（特に飲料水）に悪影響を及ぼすか。
(e)	衛生害虫は発生するか。

(a)	N
(b)	N
(c)	N
(d)	N
(e)	N

本事業の設備は既存施設内に設置されているため、周辺住民の生活・生計
に影響を及ばない。

(3)文化遺産

(a)	プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措置
が考慮されるか。

(a)	N 本事業の設備は既存施設内に設置されているため、考古学的、歴史的、文
化的、宗教的に貴重な遺産、史跡等を損なう恐れはない。

(4)景　観
(a)	特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。影
響がある場合には必要な対策は取られるか。

(a)	N 特に配慮すべき景観は存在しない。

(5)少数民族、先住
民族

(a)	少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配慮がなされ
るか。
(b)	少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)	N
(b)	N

少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響やその土地及び資源に関す
る諸権利を侵害することはない。

(6)労働環境

(a)	プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守ら
れるか。
(b)	労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェクト
関係者へのハード面での安全配慮が措置されるか。
(c)	安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛生
を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・実施
されるか。
(d)	プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民の
安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じらるか。

(a)	N
(b)	N
(c)	N
(d)	N

(a)作業員に求められるのは機械への使用済み紙おむつの投入と出来上
がった製品の回収という単純な労働であり、1日3時間の労働時間も短いた
め、労働環境に問題が生じることはない。
(b)作業現場における有害物質の取り扱いがなく、機械設備の操作も比較
的簡単なため、労働災害発生の可能性が極めて低いが、作業員に対する安
全教育が作業開始前に予定されている。
(c)同上
(d)本事業の設備は既存施設内に設置され、セキュリティーは施設の既存
警備体制により確保されるため、新たな警備要員を配置しない。

(1)工事中の影響

(a)	工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対し
て緩和策が用意されるか。
(b)	工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対す
る緩和策が用意されるか。
(c)	工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策が
用意されるか。

(a)	N
(b)	N
(c)	N

(a)必要な工事は設備設置場所における壁一面の取り除きと設備の設置の
みであり、騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス等が発生しない。梱包材と
建築廃棄物は適切に廃棄処理する。
(b)工事による自然環境への悪影響はない。
(c)工事による社会環境への悪影響はない。

(2)モニタリング

(a)	上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモニ
タリングが計画・実施されるか。
(b)	当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c)	事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継続
性）は確立されるか。
(d)	事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)	N
(b)	N
(c)	N
(d)	N

上記の環境項目には影響が考えられる項目はない。

他の環境チェック
リストの参照

(a)	必要な場合は、林業に係るチェックリストの該当チェック事項も追加し
て評価すること（廃棄物処分場等の建設に伴い、大規模な森林伐採が行われ
る場合等）。

(a)	N 本事業の実施に伴う森林伐採はない。

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a)	必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要素
が考えられる場合等）。

(a)	N 越境または地球規模の環境問題への影響はない。
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（５） ペレット燃料のマレーシア環境基準への適合性の確認 

	 SFD システムにより使用済み紙おむつをリサイクルして作られたペレット燃料がマレー

シアの関連環境基準を満たせるかについて、下記のとおり、同国セメント業における指定

廃棄物の代替燃料等としての活用に関する環境ガイドラインに対照して確認する。 

	 DoE が作成した「マレーシア国セメント業指定廃棄物の環境にやさしいコープロセシン

グに関するガイドライン」（Guidelines on Environmentally Sound Co-processing of 

Scheduled Wastes in Cement Industry in Malaysia）では、指定廃棄物をセメントの代替

燃料とする場合の最低基準が以下のように設定されている。 

 

表 4-5-2	セメント代替燃料としての指定廃棄物の受け入れ基準	

 
（出所）「マレーシアセメント業指定廃棄物の環境にやさしいコープロセシングに関するガ

イドライン」 

 

No. �$� !��(��

1 Cl (ppm) �0�"4 2%����0�"4 1%2�
���"%+��.� 

������	����.�6�� 

2 �&- (%) ���
	���������%� 

3 Pb (mg/kg) 35��1:10,000ppm�� 

4 Cr (mg/kg) 

5 As (mg/kg) 

6 Sn (mg/kg) 

7 Se (mg/kg) 

8 Ni (mg/kg) 

9 Te (mg/kg) 

10 Co (mg/kg) 

11 V (mg/kg) 

12 Sb (mg/kg) 

13 Mn (mg/kg) 

14 Zn (mg/kg) 30,000#' 

15 Cu (mg/kg) 30,000#' 

16 Hg (mg/kg) 10#'  /�5��1:100ppm�� 

17 Tl (mg/kg) 9 

18 Cd (mg/kg) 9 

19 /)4 500kcal/kg27�*,�8 
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	 使用済み紙おむつのリサイクルからできたペレット燃料には重金属が一切含まれていな

い。さらに、塩素含有量が 0.3%以下であり（人体からの排泄物に由来する）、発熱量が約

5,000kcal であることから、セメント工場の代替燃料として利用することが可能である。 
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第 5章	 ビジネス展開の具体的計画	

5-1 市場分析結果 

5-1-1 売上げ規模 

	 マレーシア政府固形廃棄物・公共衛生管理公社（SWCorp）は｢2015～2020 年における

固形廃棄物管理の包括的な行動計画｣において、「2018 年〜2020 年に使用済み紙おむつリサ

イクル産業を構築する。」と提言しており、使用済み紙おむつのリサイクル産業の需要は非

常高い。 

	 1-2で示したように、マレーシア国内の家庭から排出される固形廃棄物量は、1日に21,627

トンあり、そのうちの 12.1%（2,625 トン/日）が使用済み紙おむつであると推計されてい

る。SFD2000 が 1 日に 600kg を処理できることを考えると、マレーシア国内には、4,325

基の市場がある。現地調査を中心的に行っていた KL 市内の使用済み紙おむつ排出量は、約

360 トン/日(3,000 トン/日×12%)あることから、約 600 基(360 トン÷600kg=600)約 444 億

円の市場が規模になる。 

	 今後提案を予定している普及・実証事業時に使用済み紙おむつの回収先である PPBM 保

育所協会は、KL 市内に約 250 ヶ所の保育所を管轄している。普及・実証事業時には、10

〜20 か所の保育所から使用済み紙おむつを回収することになっている（保護者には各家庭

で出された使用済み紙おむつを保育所に持ってきてもらう事も検討している）。普及・実証

事業で、使用済み紙おむつリサイクルの有効性が確認され、KL 市内の PPBM 保育所協会

が管轄している保育所からの使用済み紙おむつを処理することになれば、約 13 基の設置(売

上予測約 9 億 6 千万円)が見込まれる。PPBM 保育所協会が全国に約 5,000 の保育所を管轄

しているおり、他地域の保育所機関の市場も大きいと考えられる。 

 

図 5-1-1	 固形廃棄物組成の 12.1%の使用済み紙おむつ	
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（出所）Survey on Solid Waste Composition, Characteristics and Existing Practice of 

Solid Waste Recycling in Malaysia（2013） 

 

5-1-2 競合相手の状況 

	 マレーシア国には、現時点で競合相手となる企業は存在していない。 

 

5-1-3 法的規制・優遇策・支援策 

（１）使用済み紙おむつリサイクル規制 

	 使用済み紙おむつリサイクルの取り扱いに関する特別な法律や条令が策定されていない。 

今後病院から使用済み紙おむつを分別・回収する際には、4-5 で示したように環境局と保健

省と安全面の問題を解決していく必要がある。 

 

（２）SFD システム関税規制 

1)	 関税 

	 日本とマレーシアは EPA を結んでおり、SFD システム（HS コード：8479.89.9002）の

品目は関税がかからない。現在 EPA 取得の手続きを行っている。また、環境改善につなが

る物品に関しても関税が撤廃されている。 

 

2)	 販売規制 

	 マレーシア国内での機械の販売には、CE マーキングの取得が必要である。海外販売を見

据えて現在 CE マーキング所得手続き中である。 

マレーシア国では、付加価値税（日本の消費税）が輸入評価額の 6%かかる。 

 

5-1-4 販売先候補 

	 提案製品の販売先候補としては、以下のように公的機関と民間企業が考えられる。 

公的機関：中央政府(JPSPN、SWCorp)、地方自治体、保健省（病院） 

民間企業：ごみ回収業者（一般廃棄物・産業廃棄物）、病院 

 

（１） 中央政府(JPSPN、SWCorp) 

	 中央政府(JPSPN)は、2007 年に、固形廃棄物・公共清掃管理法及び固形廃棄物・公共清

掃管理公社法(Act672)を制定、2011 年から施行し、集権的な新しい廃棄物行政の体制を構

築している。JPSPN が法制度や基準を整備するとともに、最終処分場用地やトランスファ

ーステーション用地、焼却炉設備の購入などを行い、SWCorp が施設の管理・監督を行い、
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民間委託業者に管理・運営の実務を行わせている。政府は「2018 年〜2020 年に使用済み紙

おむつ産業を構築する。」と提言しており、調査団は今後提案を予定している普及・実証事

業のカウンターパートである SWCorp や協力機関である JPSPN と協力して、使用済み紙

おむつリサイクル産業の確立を目指していく。JPSPN は、2012 年からはごみの分別収集

事業(2＋1)が実施されている。現在使用済み紙おむつは、埋立処分場に捨てられている。ま

た、一般廃棄物処理費として、ごみ収集運搬費（48RM/トン）と埋立処分場廃棄物処理費

（49RM/トン）を民間委託会社に支払っている。今後提案を予定している普及・実証事業

において、使用済み紙おむつリサイクルの有効性が確認されれば、リサイクル可能ごみへ

の移行も考えられると JPSPN 局長より、お話をいただいている。その際には、JPSPN は

連邦議会への予算確保に向けて協議を行いたいとのことである。 

(*JPSPN の年間予算は約 RM20 億(約 500 億円)) 

	 JPSPN が管轄しており、 Act672 を行っている州 (Johor,Kedah,Melaka,Negeri 

Sembilan,Pahang,KL)には、116 の最終処分場があり、そのうち 47 か所には電気が来てお

りオペレーション(収集・処理)を行っている。JPSPN に対して、オペレーション機能があ

る最終処分場への SFD システムの販売・設置を提案していて計画である。 

 

図 5-1-1	マレーシア国最終処分場個数と位置	

 

 

（出所）JPSPN ホームページ（http://jkt.kpkt.gov.my/index.php/pages/view/35）	
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（２）地方自治体 

	 マレーシア国内には、154 の自治体が存在する。自治体が属する州によって、Act672 に

従う自治体と従わない自治体ある。環境関係においては、自治体独自の予算があり、色々

な取り組みを行っている。メラカ市の環境に対する取り組みは、ASEAN から環境的持続的

可能な市として選ばれており、ペナン州も毎年国際・国内環境展を開催しており、国内外

から環境関係の機関を集め、環境に対する取り組みを行っている。 

	 現地調査で訪問したいくつかの自治体から使用済み紙おむつの普及・実証事業を是非一

緒にやりたいとお言葉をいただいた。ペナン州においては、使用済み紙おむつリサイクル

を取り組んでいきたいという記事が新聞に記載された。実機を見学し、購入を検討したい

との事である。 

	 自治体は独自の予算がり、環境に対して非常に積極的なことから、今後の販売先として 

考えられる。 

	 普及・実証事業の際は、彼らに実際の機械の運転を見学してもらい、使用済み紙おむつ

リサイクルの可能性を認識してもらうとともに、各自治体にあった使用済み紙おむつリサ

イクル体制の構築・機械の販売を提案していく予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：Ministry of Housing and Local Government,2014 

 

図 5-1-3 マレーシア国地方自治体数 ペナン州の新聞に掲載された。 

（2017 年 6 月 19 日） 
 



 98 

（３）保健省（国立病院） 

	 現地調査において、病院は医療廃棄物処理費として、非常に高いお金を回収業社に支払

っている。病院側も医療廃棄物処理費に頭を悩まされている状況である。 

	 マレーシア国では毎年約 50 万人の新生児が病院や診療所で産まれる。新生児は産まれて

3 日〜5 日間施設に滞在する。KL 市内の病院では、3000〜4500RM/トンという高い医療廃

棄物処理費を業者に支払っている。病院側も、使用済み紙おむつを分別回収し、使用済み

紙おむつペレット燃料を販売できるのであれば、是非購入を検討したいとのことである。

保健省としても、Green Hospital という、環境に配慮した病院を目指している。病院から

使用済み紙おむつを分別、回収、処理、販売するためには、次回提案を予定している普及・

実証事業で保健省及び環境省の許認可取得と燃料利用先バイオマスボイラーでの使用可能

性を確認する必要がある。 

 

（４）ごみ回収業者（一般廃棄物・産業廃棄物） 

	 使用済み紙おむつの排出先として、保育所、高齢者施設、病院、各家庭がある。現地調

査の結果、保育所、病院は分別を行い易いことが確認された。ごみ回収業者が、保育所や

病院から使用済み紙おむつを回収し、ペレット燃料として販売できるシステムを構築でき

れば、本製品の販売先としては非常に大きいと考えられる。 

	 マレーシア中部の一般廃棄物の委託回収業者である Alam Flora 社は、次回提案する普

及・実証時に協力機関であり、今後 JPSPN、提案企業、燃料利用先企業、PPBM 保育所協

会などと協力し、使用済み紙おむつのリサイクル産業を構築していきたいと考えている。

次回提案する普及・実証事業で、使用済み紙おむつリサイクル事業の可能性が見えれば、

Alam Flora 社で提案製品の購入と現地販売代理店の権利取得をお願いしたいと CEO から

打診を受けている。また、Alam Flora 社は、2019 年に焼却炉の設置を検討しており、廃

熱を利用した SFD システムに非常に興味を持たれている。焼却炉と一緒に SFD システム

を導入し、使用済み紙おむつフラフ燃料を焼却炉の延命及び発電効率向上のための補助燃

料として利用したいとのことである。 

	 医療廃棄物回収業者である CENVIRO 社は、現在 4 基の焼却炉を持っており、同社も廃

熱を利用した SFD システムに非常に興味を持っている。 

 

（５）私立病院 

	 現地調査において、病院は医療廃棄物処理費として、非常に高いお金を回収業社に支払

っている。私立病院は、無料の国立病院と違い入院費がかかるため、新生児の数は国立病

院に比べると少ない。しかし、近年私立病院が運営する高齢者施設が少しずつ増えてきて
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おり、病院と高齢者施設から排出される使用済み紙おむつを回収し、ペレット燃料を販売

することができれば、病院側にとっても有益である。メラカ市の私立病院と打ち合わせを

行った際には、非常に興味深い事業であり、新事業として検討したいとの事であった。 

 

	 以上の状況を踏まえると、次回提案を予定している普及・実証事業で、JPSPN、SWCorp、

Alam Flora 社、保育所協会、燃料利用先、保健省、マラヤ大学と協力し、同国における使

用済み紙おむつリサイクル産業を構築していく。まずは使用済み紙おむつの問題解決を国

の政策の一つとして掲げている JPSPN 及び SWCorp を対象としたビジネス展開を優先的

に行いながら、ごみ回収業者、地方自治体、保健省、私立病院にビジネスを進めていく。

その後、マレーシア国と同様の課題を抱える ASEAN 周辺国への普及・販売についても検

討していく。 

 

5-2 想定する事業計画及び開発効果 

5-2-1 ビジネス展開の実施体制 

（１）装置製造・販売方法 

	 当面の事業計画としては、装置の製造は日本で行い、マレーシア国では現地代理店販売

を通した製品の販売やメンテナンス、備品交換等を実施するという体制を想定している。

当面は装置の製造は日本で実施するが、事業が安定した後は現地合弁会社や現地生産も視

野に入れている。また、今後提案を予定している普及・実証事業後は、JETRO 海外ビジネ

ス展開支援サービスを利用し、現地でのビジネス事業を行っていく予定である。JETRO マ

レーシア、JETRO 鳥取と打ち合わせ済みである。 

 

（２）維持管理方法 

	 現地調査の結果、焼却炉やごみ選別機（MRF）が導入されたが維持管理が適切に行われ

ず、故障し利用できなくなっているケースがあるため、定期的なメンテナンスサービスを

提供できる仕組みを構築していくことが必要であると考えている。具体的には、現地販売

代理店で装置の販売を行った後、販売代理店の職員が定期的にメンテナンスサービスのた

めに顧客を巡回し、点検を行う体制を構築する。点検は年に 2 回程度を想定している。 

 

（３）現地パートナー(販売代理店) 

	 現地調査の結果、マレーシア国の現地販売代理店の候補としてマレー系では、Alam Flora

社、中華系では、Sence International 社の 2 社を有力候補としている。マレーシア国は他

民族国家であり、その中でもマレー系と中華系が同国のビジネスを握っている。そのため、
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マレー系 1 社、中華系 1 社を現地販売代理店として考えている。 

１）Alam Flora 社 

	 Alam Flora 社は、マレーシア国内中部地域の中央政府及地方自治体から民間委託を受け

一般廃棄物の収集・運搬を行っている。また、リサイクルセンターを設置し、リサイクル

品の買取と販売を行っている。現在 Alam Flora 社は、カザフスタン、カンボジア、タイ、

ベトナムからごみの収集・運搬業務の打診が来ている。Alam Flora 社 CEO から、普及・

実証事業で SFD システムの運転が確認されれば、マレーシア国内及関係国での現地販売代

理店の打診をいただいている。Alam Flora 社は、DRB-HICOM Berhad Group 社のグルー

プ会社である。DRB-HICOM 社は、日本の自動車会社である本田技研工業（株）やいすゞ

自動車（株）と合弁会社を作っており、二輪車や四輪車の生産・販売を行っている。Alam 

Flora 社 CEO より、DRB-HICOM 社グループで現地生産も可能であるとの事である。 

 

図 5-2-1	Alam	Flora 社協力レター	

 

２）Shence International 社 

	 Shence International 社は、KL 近郊、メラカ市の産業廃棄物の収集・処理を行っている。

子会社である Shence Green Tec 社は、マレーシア国内、中国、ベトナム、カンボジア、ス

ペインに生ごみ処理機の販売を行っていており、同社で機械の生産も行っている。Shence 

International 社 CEO から、現地販売代理店や現地機械生産を一緒に行いたいと打診を受

けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Alam Flora� 

�����
������

����	��	���	 

 



 101 

図 5-2-2	ビジネス事業の実施体制	

 
（出所）調査団作成	

 

 

 

 

（４）販売予定製品 

	 マレーシア国内及び海外販売においては、表 5-2-1 で示す製品の販売を計画している。 

購入候補機関の使用済み紙おむつ量（規模）や燃料の用途（フラフ燃料、ペレット燃料）

に合わせて、SFD2000(大型)、SFD-HINOTORI(小型)、成形機（ペレット燃料用）を販売

していく。 
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表 5-2-1	海外販売予定製品・スペック	

 

（出所）調査団作成	

5-2-2 ビジネス事業化に向けたスケジュール 

	 当面は、KL 市、プトラジャヤ市、セランゴール州における JPSPN、SWCorp や地方自

治体、ごみ回収業社の直接購入による装置の納入を予定している。その後段階的に他の地

域や医療・福祉施設、近隣諸国への普及を図っていく。また、継続的に使用済み紙おむつ

リサイクル事業の啓蒙活動を保育所協会や JPSPN、SWCorp、地方自治体と協力して行っ

ていく予定である。同国の開発計画にもなっている使用済み紙おむつのリサイクル産業の

確立は、JPSPN と SWCorp 協力しながら事業を構築していくことから、JPSPN と SWCorp

がビジネスの鍵になってくると想定している。 

	 今後提案を予定している普及・実証事業（約 2 年）において、装置の有効性の実証及び

現地の事情に合わせて製品の提案、関係機関と使用済みリサイクル産業の確立を図ってい

く。2 年間で現地に合わせたビジネス展開の構築を詳細に作り、その後ビジネス展開及び販

売拡大を図っていく予定である。 
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表 5-2-2	 ビジネス事業スケジュール計画案	

 
（出所）調査団作成	

 

 

5-2-3 提案企業が事業展開した場合の開発効果 

	 前述したとおり、マレーシア国は先進国入りに向け、開発と環境保全の調和が重要課題

の一つとなっている。ごみ問題が深刻化しており、特に使用済み紙おむつ量が年々増加し

ており、政府は 2015 〜 2020 年における固形廃棄物管理の包括的な行動計画の中で、使

用済み紙おむつリサイクル産業を確立すると提言している。また現地調査においても、埋

立処分場には多くの使用済み紙おむつが散乱しているのが確認された。 

	 このような状況にある中で、提案装置を設置して、現地政府と使用済み紙おむつ産業の

確立、使用済み紙おむつリサイクルの啓蒙活動を行うことは、マレーシア国の開発課題を

解決するとともに、地域住民衛生環境の向上、	 化石燃料の削減、地球環境の保護につな

がると言える。 

マレーシア国の取り組みを先行事例として、近隣諸国の ASEAN へ展開していくことで、

埋立処分場への負荷の軽減、化石燃料の削減など環境負荷軽減に貢献することができる。 

��-%�� 2016� 2017� 2018� 2019� 2020� 2021� 2022�

ODA� ��
1��

ODA� ���0���

FCED� !�4��"�
<.*/	�+��

FCED� JPSPN=4��
�

FCED� ����=4��
�

FCED� :>���(=
4��

FCED� ��'I&7=
4��

FCED� 583�=�6�

FCED� �#�>)9?
;GB@AH,
�	�

FCED�  /$2�



 104 

開発効果は以下の通りである。 

 

・ マレーシア開発課題の解決 

・ 埋立処分場への負荷軽減/延命化 

・ ごみ処理費の削減 

・ 化石燃料の削減/CO2 の削減 

・ 衛生環境の向上 

・ 使用済み紙おむつを燃料化することができる 

・ 環境問題（使用済み紙おむつリサイクル）に対する啓発活動 

・ 新しい使用済み紙おむつリサイクルビジネス産業の振興促進 

・ 装置の維持管理技術に関わる人材育成 

 

5-3 事業展開におけるリスクと課題 

5-3-1 環境社会配慮面等のリスク 

	 本事業で提案する装置は、薬品等を利用せず、環境汚染する排ガスは発生しない。その

ため、環境への負荷は小さく、リスクはそれほど大きくない。今後事業を行っていくにあ

たり、長期的な環境負荷を考えると、装置の廃棄方法を明らかにしておく必要がある。 

 

5-3-2 知財面でのリスク 

	 本製品は、使用済み紙おむつを燃料化する新しい装置であり、同社の経験と技術力が大

きく反映されている。しかし今後、他社に模造される可能性は否定できず、知的面でのリ

スクは存在する。	 現地販売代理店との間で、秘密保持契約書を締結することで、本製品

の技術・ノウハウ等が流出しないようにする。また、マラヤ大学と共同で特許の出願を予

定している。 
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The	outcome	of	this	Survey	is	to	apply	for	the	“Verifica)on	Survey	With	the	Private	Sector	for	Dissemina)ng	Japanese	Technologies”	for	
the	following	grounds:	

Ø  Replacement	to	fossil	fuel	by	using	the	used	disposable	diapers	(recycled	fuel)	through	introduc=on	and	use	of	the	SFD-2000	

Ø  Reduc=on	in	the	volume	of	the	solid	waste;	the	used	disposable	diapers	now	forms	12%	of	the	total	solid	waste	volume		

Ø  Improvement	to	the	environment	by	preven=ng	the	used	disposable	diapers	from	releasing	methane	gas	and	avoids	aGrac=on	of	

birds	and	insects	through	the	fractured,	dried	and	sterilized	used	disposable	diapers�

Proposed	ODA	Projects	and	Expected	Impact�

Feasibility	Survey	with	the	Private	Sector	for	U=lizing	Japanese	Technologies	in	ODA	Projects	

Recycling	System	for	Used	Diapers	in	Malaysia�

	�

n  Name	of	SME��uper	Faiths	Inc.	
n  Loca=on	of	SME�Saihaku-gun,	ToGori	Prefecture,	Japan	
n  Survey	Site/Counterpart	Organiza=on�Malaysia/SWCorp�

Details	of	SME	and	Survey	Site���Counterpart	Organiza=on�

Ø  A	 used	 disposable	 diapers	 recycling	 machine,	 SFD-2000,	

reduces	 the	 volume	 of	 used	 disposable	 diapers	 to	 about	

1/3.	 By	 pelle=zing	 them	 	 the	 volume	 can	 be	 further	

reduced	to	1/16.	

Ø  The	 machine	 fractures,	 dries	 and	 sterilizes	 the	 organic	

maGers	in	the	used	disposable	diapers.	

Ø  SFD-2000	 changes	 the	 used	 disposable	 diapers	 into	 fuel	

resources.	

Ø  The	 volume	 of	 solid	 waste	 is	 rapidly	 expanding	 from	

19,000t/day	in	2005	to	33,000t/day	in	2012.	

Ø  The	 percentage	 of	 disposable	 diapers	 in	 solid	waste	 is	 so	

steep	that	5.06%	in	2005	now	reaches	to	12.1%	in	2012.	

Ø  As	 these	 used	 disposable	 diapers	 are	 dumped	 to	 landfill	

untreated,	they	cause	 	environmental	and	hygienic	threats	

from	methane	gas	 released	 from	the	organic	maGers	and	

birds	and	insects.		

Development	Issues	in	Malaysia� Products	and	Technologies	of	SMEs�

Picture�
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